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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(１) 連結経営指標等

回次 第48期 第49期 第50期 第51期 第52期 第53期

決算年月 平成15年２月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 平成19年12月

売上高 (百万円) 1,105,969 908,292 1,031,527 997,103 960,861 952,301

経常利益又は

 経常損失(△)
(百万円) 8,071 2,925 501 △6,160 △2,614 △6,479

当期純損失 (百万円) 90,844 7,087 12,318 17,774 55,792 20,931

純資産額 (百万円) 702 8,150 1,112 109,439 53,691 32,162

総資産額 (百万円) 630,848 671,608 645,488 651,386 547,922 517,494

１株当たり純資産額 (円) 1.23 13.05 1.72 33.16 △29.63 △14.25

１株当たり当期純損失 (円) 220.71 11.86 19.63 25.43 62.82 22.39

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
(円) ― ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 0.1 1.2 0.2 16.8 9.8 6.2

自己資本利益率 (％) ― ― ― ― ― ―

株価収益率 (倍) ― ― ― ― ― ―

営業活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 24,214 52,999 △4,254 9,866 17,597 △6,019

投資活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △53,782 △31,364 △8,638 △14,968 △14,840 △9,861

財務活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 72,274 △5,906 5,109 25,562 △41,255 △5,774

現金及び現金同等物

の期末残高
(百万円) 80,571 95,858 88,247 109,433 70,937 49,280

従業員数

(外、平均臨時雇用者数)
(名)

10,782

(25,059)

9,313

(26,213)

7,563

(27,863)

6,443

(27,591)

6,321

(27,385)

5,697

(26,946)

　(注)　１　売上高には、消費税等は含まれていません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失を計上しているため記載していま

せん。

３　第51期、第52期及び第53期の１株当たり純資産額については、期末純資産額から「期末発行済優先株式数×発

行価格」及び「その他の普通株主に帰属しない金額」を控除した金額を期末発行済普通株式数(「自己株

式」及び「子会社の所有する親会社株式」を除く)で除して計算しています。 

４　第49期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成14年９月25日　企業会計基

準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会　平成14年９月

25日　企業会計基準適用指針第４号)を適用しています。

５　平成15年５月29日開催の第48期定時株主総会決議により、決算期を２月末日から12月31日に変更しました。

従って、第49期は平成15年３月１日から12月31日の10ヶ月間となっています。

６　第52期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号　平成17年12月９日)及

び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号　平成17

年12月９日)を適用しています。

７　第52期の当期純損失の大幅な増加は、「固定資産の減損に係る会計基準」適用に伴う減損損失の計上による

ものです。
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(２) 提出会社の経営指標等

回次 第48期 第49期 第50期 第51期 第52期 第53期

決算年月 平成15年２月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 平成19年12月

売上高 (百万円) 746,128 612,062 692,356 685,035 685,268 686,710

経常利益又は

経常損失（△）
(百万円) 1,015 550 △935 △6,882 △1,683 △1,807

当期純損失 (百万円) 124,327 9,540 16,420 17,707 47,774 23,465

資本金 (百万円) 61,120 65,005 67,280 129,895 129,895 64,543

発行済株式総数 (株) 573,211,667 624,708,784 657,301,897

普通株式

889,486,797

Ａ種優先株式

8,000,000

Ｂ種優先株式

12,000,000

Ｃ種優先株式

12,000,000

Ｄ種優先株式

48,000,000

普通株式

889,486,797

Ａ種優先株式

8,000,000

Ｂ種優先株式

12,000,000

Ｃ種優先株式

12,000,000

Ｄ種優先株式

48,000,000

普通株式

1,117,455,887

Ａ種優先株式

8,000,000

Ｂ種優先株式

12,000,000

Ｃ種優先株式

12,000,000

Ｄ種優先株式

48,000,000

純資産額 (百万円) 10,672 15,542 4,452 109,987 61,890 37,994

総資産額 (百万円) 539,583 598,959 573,049 598,840 504,420 483,324

１株当たり純資産額 (円) 18.63 24.89 6.78 33.73 △20.37 △9.00

１株当たり配当額

（内、１株当たり

　中間配当額）

(円)

(円)

―

(―)

―

(―)

―

(―)

―

(―)

―

(―)

―

(―)

１株当たり当期純損失 (円) 302.05 15.96 25.96 25.26 53.74 25.10

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
(円) ― ― ― ― ― ―

自己資本比率 （％） 2.0 2.6 0.8 18.4 12.3 7.9

自己資本利益率 （％） ― ― ― ― ― ―

株価収益率 （倍） ― ― ― ― ― ―

配当性向 （％） ― ― ― ― ― ―

従業員数

(外、平均臨時雇用者数)
（名）

6,025

(14,360)

5,499

(15,018)

4,314

(15,962)

4,018

(15,296)

3,938

(14,836)

3,440

(13,843)

　（注）１　売上高には、消費税等は含まれていません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失を計上しているため記載していま

せん。

３　第51期、第52期及び第53期の１株当たり純資産額については、期末純資産額から「期末発行済優先株式数×発

行価格」及び「その他の普通株主に帰属しない金額」を控除した金額を期末発行済普通株式数（「自己株

式」を除く）で除して計算しています。

４　第49期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成14年９月25日　企業会計

基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会　平成14年

９月25日　企業会計基準適用指針第４号）を適用しています。

５　平成15年５月29日開催の第48期定時株主総会決議により、決算期を２月末日から12月31日に変更しました。

従って、第49期は平成15年３月１日から12月31日の10ヶ月間となっています。

６　第52期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号　平成17年12月９日)　

及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号　平成

17年12月９日)を適用しています。　 

７　第52期の当期純損失の大幅な増加は、「固定資産の減損に係る会計基準」適用に伴う減損損失の計上による

ものです。
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２【沿革】

昭和21年12月 土地家屋の賃貸ならびに売買を主たる目的として日本復興計画株式会社を設立

昭和24年７月 東都興業株式会社に商号変更

昭和31年11月 株式会社西武ストアー設立（昭和38年４月に株式会社西友ストアーに商号変更）

昭和38年10月 東都興業株式会社が株式会社西友ストアーを吸収合併し、株式会社西友ストアーに商号変更（株

式額面変更のための合併で、事実上の存続会社は被合併会社の株式会社西友ストアーです）

昭和44年１月 本店を東京都豊島区南池袋一丁目18番21号に移転

昭和46年10月 長野県長野市に株式会社西友ストアー長野（現・連結子会社　株式会社エス・エス・ブイ）を設

立

昭和48年５月 株式会社マイマートを吸収合併

昭和49年９月 東京証券取引所市場第二部に株式上場

昭和51年８月 東京証券取引所市場第一部に株式上場

昭和53年７月 フランクフルト証券取引所、デュッセルドルフ証券取引所に株式上場

昭和54年６月 本店を東京都豊島区東池袋三丁目１番１号に移転

昭和58年６月 株式会社西友に商号変更

昭和61年12月 株式会社若菜を設立

昭和63年３月 株式会社関西西友を吸収合併

平成３年２月 パリ証券取引所に株式上場

平成12年３月 株式会社西武練馬青果市場が株式会社若菜を吸収合併し、株式会社若菜に商号変更

（株式額面変更のための合併で、事実上の存続会社は被合併会社の株式会社若菜です）

平成12年９月 九州地区８店舗の営業を株式会社九州西友（現・連結子会社）に営業譲渡

平成13年３月 株式会社西友フーズより西友生鮮部門の営業を譲受

北海道地区11店舗の営業を株式会社北海道西友（現・連結子会社）に営業譲渡

平成13年８月 株式会社岩田屋より同社が保有する株式会社サニー（現・連結子会社）株式を取得

平成14年３月 ウォルマート・ストアーズInc.と包括業務提携を締結

平成17年10月 フランクフルト証券取引所、デュッセルドルフ証券取引所、パリ証券取引所の上場廃止

平成17年12月 第三者割当増資の実施により、ウォルマート・ストアーズInc.の子会社化

平成19年12月 ワイオミング　ホールディング　ジーエムビーエイチによる当社株式等に対する公開買付が平成19

年10月23日から平成19年12月４日まで実施され、その結果、同社の当社普通株式の所有割合は

95.93％となりました。
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３【事業の内容】

　当企業集団は、当社、子会社16社、関連会社１社で構成され、小売事業、不動産事業により生活の向上に役立つ事業の

展開を行っています。

  当社の親会社はワイオミング　ホールディング　ジーエムビーエイチです。なお、同社はウォルマート・ストアーズ

Inc.が株式を100％間接保有する持株会社であります。その他、兄弟会社ウォルマート　アドバイザリー　サービスから

マネジメント・サービスの提供を受けています。

　当グループの事業に係わる位置付け及び事業の種類別セグメントとの関連は次のとおりであります。

〔小売事業〕

　当社をはじめとして、連結子会社㈱エス・エス・ブイ他４社が、生活全般にわたる商品の開発と、ＧＭＳ(総合スー

パー)、スーパーマーケット、ショッピングセンター等の業態による小売及び情報・サービスの提供等の総合小売事業

を営んでいます。当社と総合小売事業各社は、商品の仕入・供給等の取引を行っています。

　連結子会社㈱若菜他４社は、惣菜事業を展開し、総合小売事業各社に商品を提供しています。

　連結子会社㈱ニジコムは、携帯電話の専門店事業を営み、総合小売事業各社に出店しています。

  連結子会社㈱西友プロキュアメントは、国内外からオリジナル商品を調達し総合小売事業各社に商品を供給してい

ます。

　以上の他に、通信販売・主にグループ各社への人材派遣事業を展開する連結子会社二光㈱他１社及びギフト商品の

受発注業務を営む関連会社国分システムギフト㈱により、小売事業は構成されています。

〔不動産事業〕

　連結子会社㈱エスシーシー他１社は、当グループ内に対して不動産等のリース事業及び商業施設をはじめとする物

件の開発・管理事業を営んでいます。

　事業の系統図は、次のとおりであります。

◎連結子会社　　　　　　　　

 □持分法適用会社
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４【関係会社の状況】

名称 住所

資本金
又は
出資金

(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有割合
又は被所
有割合

(％)

関係内容

役員の兼任等

資金援助 営業上の取引 設備の賃貸借当社
役員
(名)

当社
従業員

(名)

(連結子会社)          

㈱九州西友　  ※１　　
福岡県福岡市

 中央区 400 総合小売業 100.00 2 1
資金の貸付

債務保証
―

店舗用建物

の賃貸

㈱北海道西友　※２
北海道札幌市

 清田区 360 総合小売業 100.00 2 1 資金の貸付 ―
店舗用建物

の賃貸

㈱エス・エス・ブイ 長野県長野市 2,411

スーパー

マーケット

業

100.00 2 3 資金の貸付
商品の売上

商品の仕入

店舗用建物

の賃貸借

㈱東北西友　　※３
宮城県仙台市

 青葉区
5,455

スーパー

マーケット

業

100.00 2 3
資金の貸付

債務保証
―

店舗用建物

の賃貸借

㈱サニー　　　
福岡県福岡市

 中央区
298

スーパー

マーケット

業

100.00 2 3 ― 商品の仕入 ―

㈱若菜　　　　 埼玉県川越市 324

惣菜、弁当

等の製造、

加工、販売

100.00 3 ― ―
商品の売上

商品の仕入

営業用設備

の賃貸借

㈱札幌ワイエフ
北海道札幌市

 東区
10

惣菜、弁当

等の製造、

加工、販売

100.00

(100.00）
1 ― ― ― ―

㈱岐阜ワイエフ 岐阜県各務原市 10

惣菜、弁当

等の製造、

加工、販売

100.00

(100.00)
1 ― ― ― ―

㈱福岡若菜    
福岡県糟屋郡

 粕屋
10

惣菜、弁当

等の製造、

加工、販売

100.00

(100.00)
1 ― ― ― ―

㈱東北若菜 宮城県名取市 100

惣菜、弁当

等の製造、

加工、販売

100.00

(100.00)
1 ― ― ― ―

二光㈱ 千葉県柏市 477
通信販売・

人材派遣業
100.00 1 1 資金の貸付 商品の売上 ―

㈱ニジコム 東京都杉並区 200

携帯電話の

販売及び電

気通信サー

ビス等の代

理店業務

70.00 1 4 資金の貸付 商品の仕入
営業用設備

の賃貸

㈱西友プロキュアメン

ト
東京都北区 400

国内外から

のオリジナ

ル商品調達

100.00 ― 1 資金の貸付
 商品の仕入

 商品の売上
 倉庫の賃貸

㈱西友サービス 埼玉県川越市 20
生鮮食品等

の包装業務
100.00 2 1 ― ―

営業用設備

の賃貸

㈱エスシーシー ※４ 東京都杉並区 1,610 不動産業 100.00 1 4
資金の貸付

債務保証
―

店舗用建物

の賃貸借

下松タウンセンター

開発㈱
山口県下松市 800

不動産賃貸

業

95.62

(76.25)
1 6

資金の貸付

債務保証

保証予約

―
店舗用建物

の賃借

(持分法適用関連会社)          

国分システム

ギフト㈱
東京都豊島区 100

ギフト商品

の受発注業

務

50.00 ― 4 ― ― ―

          

(親会社)          

Wal-Mart Stores,Inc. 米国
US$

431百万
総合小売業

96.13

(96.13)
― ― ―

ライセンス

契約
―

Wyoming Holding GmbH スイス
CHF

20千
持株会社 96.13 ― ― ― ― ―

※１　㈱九州西友は債務超過会社であり、債務超過額は7,357百万円であります。
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※２　㈱北海道西友は債務超過会社であり、債務超過額は8,734百万円であります。

※３　㈱東北西友は債務超過会社であり、債務超過額は7,761百万円であります。

※４　㈱エスシーシーは債務超過会社であり、債務超過額は5,357百万円であります。

  ５　議決権の所有割合又は被所有割合の(　)内は、間接所有割合で内数であります。
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５【従業員の状況】

(１) 連結会社の状況

 平成19年12月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数 (名)

小売事業
5,694

(26,943)

不動産事業
3

(3)

計
5,697

(26,946)

(注)  １ 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（　）内に年間の平均人数を外数で記載しています。

        ２ 従業員数が前期末に比べ624名減少しましたのは、主に㈱西友、㈱九州西友、㈱北海道西友、㈱東北西友

 　　　　  ㈱エス・エス・ブイ及び㈱サニーの早期退職制度への応募によるものであります。

(２) 提出会社の状況

 平成19年12月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

3,440

(13,843)
43.8 15.9 6,090

(注)　１　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は(　)内に年間の平均人数を外数で記載しています。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいます。

３　従業員数が前期末に比べ498名減少しましたのは、主に早期退職制度への応募によるものであります。

(３) 労働組合の状況

 　当社及び連結子会社における労使関係は、きわめて安定して推移しており、特記すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(１) 業績

　当連結会計年度の西友グループ業績は、連結売上高9,523億１百万円(前年同期比99.1％)、営業利益４億34百万円(前

年同期比13.5％)、経常損失64億79百万円(前連結会計年度は経常損失26億14百万円)となりました。

　食品、日用消耗品などの売上が比較的堅調でしたが、衣料品や季節性の高い商品、専門店の売上の伸び悩みにより、

売上、利益目標の達成にはいたりませんでした。また、早期退職制度における退職加算金に加え固定資産の減損損失

等により、特別損失130億26百万円を計上した結果、当期純損失209億31百万円(前連結会計年度は当期純損失557億92

百万円)となりました。

　しかしながら、下期から実施した「宣誓！感動価格」キャンペーンを通じて、品質・品揃えなどを重視しつつ、さ

らにお買い得な価格での商品の提供を強化したことが客数アップにもつながり、お客様に好評をいただきました。

　また、2007年10月には、九州エリアでのスマートシステム(ウォルマートの店舗運営システム)の導入に伴い、グルー

プ全店での同システムの導入が完了いたしました。これにより、ウォルマートの仕組みを最大限に活用することが

でき、システムが一本化されたことで、より効率的な店舗運営が可能になりました。

　事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。

 (小売事業)

　2007年度は、「価格」「鮮度・品質」「品揃え」「利便性」の４つの点の全てにおいてお客様に対して最高の価

値を提供することを目指す「西友改革：４つの差別化」を軸として、営業の強化に取組んでまいりました。

　これらの結果、小売事業の売上高は9,495億58百万円(前年同期比99.1％)、営業損失は16億２百万円(前連結会計年度

は営業利益12億49百万円)となりました。

 

 (不動産事業)

　不動産事業においては子会社の合併、新規テナントの誘致・既存テナントの売上増加を図るべく、販促活動に力を

いれ、施設管理費用の見直しを図る等不動産の収益維持向上に努めました。

　これらの結果、不動産事業の売上高は58億99百万円(前年同期比102.8％)、営業利益は20億37百万円(前年同期比

103.2％)となりました。

(２) キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度における現金及び現金同等物の期末残高は、前連結会計年度末に比較し216億56百万円減少し492

億80百万円となりました。

　「営業活動によるキャッシュ・フロー」は、税金等調整前当期純損失180億44百万円に減価償却費158億89百万円

などに加え、減損損失70億89百万円の計上、売上債権の増加額107億61百万円、たな卸資産の増加額12億44百万円な

どがあり、差し引き60億19百万円減少となりました。

　「投資活動によるキャッシュ・フロー」は、有形固定資産の取得による支出が128億26百万円、投資有価証券売却

による収入28億23百万円などがあり、差し引き98億61百万円の減少となりました。

　「財務活動によるキャッシュ・フロー」は、短期借入金の増加42億円、長期借入金の返済による支出260億99百万

円に対し長期借入による収入182億６百万円があったことなどにより、差し引き57億74百万円の減少となりました。

２【生産、受注及び販売の状況】

　当連結会計年度における売上高を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 品名 売上高 (百万円) 前年同期比 (％)

小売事業

衣料品 127,001 95.9

家庭用品 107,314 100.0

食品 668,880 100.7

その他 122,993 95.7

消去 △76,631 103.5

計 949,558 99.1

 不動産事業 不動産事業 5,899 102.8

消去 △3,155 101.1
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事業の種類別セグメントの名称 品名 売上高 (百万円) 前年同期比 (％)

合計 952,301 99.1

　(注)　上記の金額には、消費税等は含まれていません。
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３【対処すべき課題】

　2008年度は、2007年度に取り組んできた課題を引続き継続し、改善のスピードを上げ、業績向上を図ってまいります。

(１)  「４つの差別化」の加速

　2007年度からスタートした「西友改革：４つの差別化」をさらに強力に推し進め、「価格」「鮮度・品質」

「品揃え」「利便性」の４つの点の全てにおいてお客様に対して最高の価値を提供することを目指します。特

に、各種原材料の高騰を背景にメーカーによる食品、日用品などの値上げの動きが顕在化している中にあって、鮮

度・品質面で妥協することなく、お買い得な価格での商品の提供に向けて、より一層努力してまいります。

　また、お客様の利便性向上の観点から、24時間営業の店舗を可能なかぎり拡大し、夜間の品揃えも強化します。

　商品面では、食品・住居用品の「Great Value(グレートバリュー)」、衣料品の「GEORGE(ジョージ)」や住居用品

の「mainSTAYS(メインステイズ)」などを中心としたプライベートブランド商品について、日本のお客様が求め

る品質や嗜好に適したものを開発し、その調達にあたっては、ウォルマートの世界的なネットワークを通じて積

極的に行ってまいります。

(２)  全社的な業務効率化の推進

　2007年度に実施したシステム統合や本部組織の改編を受けて、引続き本部及び店舗における業務の効率化を進

めてまいります。

(３)　店舗の改装

　　　2008年度も引続き店舗の改装を積極的に行い、地域のお客様のご要望にお応えする品揃えや売場環境の改善に積

極的に取り組んでまいります。　

(４)  人材の育成

  お客様により良いサービスを提供するために、人材教育に力を入れています。商品の加工技術や整備などの技

能トレーニングだけでなく、企業文化などの研修を通してグローバルな視野を持つ人材育成を行ってまいりま

す。

　　(５) サステナビリティ(持続可能な社会実現)

　西友グループでは、「価格」「鮮度・品質」「品揃え」「利便性」という４つの価値を実現するうえで、不可欠

な取組みとしてサステナビリティを位置づけ、全社・全部門の仕事の中にこの考え方を導入しようとしていま

す。昨年６月にはレジ袋削減のための「ハチドリキャンペーン」を全店で開始し、お客様にマイバッグの利用を

呼びかけた結果、レジ袋辞退率の2007年度全店平均は31.6％となりました。また、商品の安全や、人材育成、環境問

題への配慮といった取組みを引続き実施するのに加え、グローバルな商品調達での容器包装・梱包材の削減によ

る廃棄物・輸送コストの削減や、店舗エネルギー効率の改善などを、お取引先様と協働しつつ進め、環境負荷の軽

減と省コストに努めてまいります。
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４【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の概況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能

性がある事項には、主として以下のようなものがあります。

　なお、本項における将来に関する事項は、当連結会計年度末日(平成19年12月31日)現在において判断したものであり

ます。

(１)  小売事業における市場動向の影響

      当社グループの中核事業である小売事業は、景気や個人消費の動向、異常気象等の影響を受けやすい特性があ

ります。現状のオーバーストアが進み店舗間競争が激化している環境下で、個人消費の低迷が長期にわたり続い

た場合、当社グループの売上及び業績にマイナスの影響を及ぼす可能性があります。また、当社グループは、衣料

品・住居用品を中心に一部食品においても季節商品を販売しており、冷夏・暖冬等の異常気象が発生した場合、

当社グループの売上及び業績にマイナスの影響を及ぼす可能性があります。

(２)  食品の安全性

      食品の安全性・衛生管理については、当社グループでは「安全衛生管理委員会」を設置し、お客様に安心して

お買物をして頂けるよう食品の安全確保のための施策に取り組むと共に、常に安全で衛生的な店舗の維持に努め

ています。しかしながら、牛海綿状脳症（ＢＳＥ）や鳥インフルエンザ等が発生する可能性は否定できず、これが

発生することにより一般消費者に食品に対する不安感が広まった場合、当社グループの売上及び業績にマイナス

の影響を及ぼす可能性があります。　

(３)  自然災害・事故等のリスク

　　　当社グループは自然災害や事故等からお客様の安全を確保するため、店舗の耐震性の強化、防災対応マニュアルの

整備、消防法他の法令遵守の徹底及び避難訓練の実施等万全の備えを行っています。また、対策本部の設置、通信

連絡システムの整備、情報システムのバックアップ体制の構築等を進めてきました。しかしながら地震・台風等

の大規模自然災害による店舗施設他の被災及び予期せぬ事故等による火災等が発生した場合、当該被災店舗の営

業活動を一時休止せざるを得ない状況も予想され、当社グループの売上、業績及び財政状態にマイナスの影響を

及ぼす可能性があります。

(４)  法的規制

　　　当社グループの出店に際して、売場面積が1,000㎡超の場合「大規模小売店舗立地法」により、交通渋滞、騒音、廃棄

物等について都道府県または政令指定都市の審査及び規制を受けています。また今後郊外への出店も規制の方向

にあり、当社グループの今後の出店計画においてもこれらの法的規制により影響を受ける可能性があります。　

　また、税制改正により消費税率の引き上げが実施された場合、短期的に個人消費が変動することが予想され、当

社グループの売上に影響を及ぼす可能性があります。

(５)  個人情報の管理

　　　当社グループでは、小売事業に伴う顧客の個人情報を保有しています。これらの個人情報の管理については、「個

人情報の保護に関する法律」の施行に伴い、社内規定・マニュアル等を見直し、厳格な運用と従業員への教育の

徹底を行っています。これらの対策を期していますが、予想せぬ事件・事故等により個人情報の流出等が発生し

た場合、当社グループの社会的信用の低下を招き、売上及び業績へマイナスの影響を及ぼす可能性があります。

(６)  金利・金融市場の動向 

　　　平成19年12月31日現在の当社グループの連結有利子負債残高は、約3,095億円であります。なお長期・短期借入金の

中には固定金利の借入金もあり金利変動リスクの軽減を図っていますが、今後の金利変動・金融市場の動向に

よっては、当社グループの金利負担・資金調達等において、業績及び財政状態にマイナスの影響を及ぼす可能性

があります。

(７)  年金債務及び年金資産

　    当社グループの退職給付費用及び退職給付債務は、割引率、年金資産の期待運用収益率等の基礎率を前提に算出

しています。この前提が経済環境の変化その他の要因により変動した場合や年金資産の運用実績が低下した場合

には、当社グループの業績及び財政状態にマイナスの影響を及ぼす可能性があります。
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(８) 減損会計

　　　当社グループは、「固定資産の減損に係る会計基準」を前連結会計年度より適用していますが、当社グループの保

有資産について実質的価値の下落や収益性の低下等により減損処理がさらに必要となった場合、特別損失として

減損損失が計上され、当社グループの業績及び財政状態にマイナスの影響を及ぼす可能性があります。
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５【経営上の重要な契約等】

(1) 技術受入契約

①　Management Services Agreement

契約会社名 相手方の名称 契約内容 契約期間

㈱西友
Wal-Mart Advisory 

Services,Inc.(米国）

日本国内の店舗営業、店舗

開発、市場分析、経営管理等

のマネジメント・サービス

の提供

平成14年12月27日から５年

間。以後、２年ごとの更新。

　（注）  対価として実費相当額を払うこととなっています。

 

②　License Agreement

契約会社名 相手方の名称 契約内容 契約期間

㈱西友
Wal-Mart Stores,Inc.

（米国）

商標、ノウハウ、ソフトウェ

ア、その他の独自の情報及

び知的財産の使用権の供与

平成14年12月27日から５年

間。以後、２年ごとの更新。

　（注）　対価として一定条件のもと、ロイヤルティを払うこととなっています。

③　Buying Agency Agreement

契約会社名 相手方の名称 契約内容 契約期間

㈱西友 WMGS Co.,Ltd.（香港）
グローバルな商品調達サー

ビスの提供

平成14年12月27日から２年

間。以後、１年ごとの自動更

新。

　（注）　対価として固定料率による手数料を払うこととなっています。

６【研究開発活動】

　該当事項はありません。
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７【財政状態及び経営成績の分析】

(１) 財政状態(連結)

資産　　　　当連結会計年度末の総資産は5,174億94百万円となり、前連結会計年度末に比較し304億27百万円減少

しました。

主な要因は、減損損失の計上などによる有形固定資産の減少額48億79百万円、株式売却などによ

る投資有価証券の減少額34億12百万円、建設協力金の回収による長期貸付金の減少額80億49百万

円と売掛金の入金が翌期にずれたことによる増加107億61百万円、それに伴う現預金の減少額182

億56百万円によるものです。

負債　　　　当連結会計年度末の負債総額は4,853億31百万円となり、前連結会計年度末に比較し88億98百万円減少

しました。

主な要因は、借入金返済により有利子負債が56億93百万円減少したことなどによるものです。

純資産　　　当連結会計年度末の純資産合計は321億62百万円となり、前連結会計年度末に比較し215億29百万円

減少しました。

主な要因は、当期純損失209億31百万円を計上したことなどによるものです。

この結果、自己資本比率は9.8％から6.2％に減少となりました。

(２) 経営成績(連結)

売上高　　　当連結会計年度の売上高は9,523億１百万円(前年同期比99.1％)という結果になりました。

 

営業利益　　総売上高の減少による売上総利益の減少はあったものの、販売費及び一般管理費が28億98百万円減

少したことなどにより、当連結会計年度の営業利益は４億34百万円となりました。

経常損失　　営業外収益は受取利息、配当金など13億26百万円を計上しましたが、営業外費用は支払利息、コマー

シャル・ペーパー利息など82億41百万円計上し、当連結会計年度の経常損失は64億79百万円とな

りました。

当期純損失　当連結会計年度は、特別利益として投資有価証券売却益など14億61百万円を計上し、特別損失とし

て減損損失70億89百万円など130億26百万円を計上しました。これらの結果、当期純損失は209億

31百万円となりました。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度における設備投資は、主に小売事業において新店舗出店のための投資及び既存店の売場改装のため

の投資を中心に実施し、総額で190億66百万円となりました。

　事業のセグメント別の設備投資については、次のとおりであります。

小売事業

　新たに開設した店舗は、㈱西友の「ひばりが丘団地店」(東京都)、「浜北店」(静岡県)、㈱エス・エス・ブイの「下諏

訪店」(長野県)、㈱サニーの「吉塚駅前店」(福岡県)の４店舗です。

　また、地域のお客様のニーズを参考にしながら、昨年を上回る80店舗の改装を進めてまいりました。

　これらを中心として188億37百万円の設備投資を実施いたしました。

不動産事業

　賃貸用設備の改装及び新規テナント導入工事等により２億29百万円の設備投資を実施いたしました。

なお、上記金額には無形固定資産の金額を含めて記載しています。

２【主要な設備の状況】

(１) 提出会社
 平成19年12月31日現在

事業所名
(所在地)

事業の種類別セ
グメント

設備の
内容

帳簿価額（百万円）

従業
員数
(名)

建物及び
構築物

土地 その他 合計

金額 面積（㎡） 金額 金額 金額

宮城県
THE MALL仙台長町 (仙台市太白
区)
他１店舗

小売事業 店舗 949 － － 34 983
53

[415]

福島県
THE MALL郡山 (郡山市)

小売事業 店舗 882 － － 54 936
26

[176]
群馬県
伊勢崎店 (伊勢崎市)
他１店舗

小売事業 店舗 447 － － 3 450
17
[77]

茨城県
LIVIN水戸店 (水戸市)
他２店舗

小売事業 店舗 3,733 25,371 3,475 54 7,262
45

[278]

千葉県
浦安店 (浦安市)
他14店舗

小売事業 店舗 3,014 4,647 829 217 4,060
162
[917]

埼玉県
小手指店 (所沢市)
他28店舗

小売事業 店舗 6,607 43,518 17,914 254 24,775
256

[1,414]

東京都
LIVIN光が丘店 (練馬区)
他75店舗

小売事業 店舗 18,517 21,921 18,784 820 38,122
981

[5,279]

神奈川県
LIVINよこすか店 (横須賀市)
他22店舗

小売事業 店舗 6,754 5,629 1,860 277 8,892
247

[1,432]

長野県
川中島店 (長野市)
他１店舗

小売事業 店舗 1,547 14,407 1,844 17 3,409
39

[197]

静岡県
浜北店 (浜松市浜北区)
他11店舗

小売事業 店舗 3,294 36,984 2,162 112 5,568
122
[734]

愛知県
THE MALL春日井 (春日井市)
他10店舗

小売事業 店舗 4,922 2,841 545 165 5,633
129
[706]

滋賀県
水口店 (甲賀市)
他６店舗

小売事業 店舗 3,891 9,555 1,159 71 5,122
105
[512]

京都府
山科店 (京都市山科区)
他５店舗

小売事業 店舗 1,980 10,124 2,278 86 4,123
88

[399]

大阪府
河内長野店 (河内長野市)
他８店舗

小売事業 店舗 1,201 2,207 725 27 1,954
92

[459]

兵庫県
THE MALL姫路 (姫路市)
他３店舗

小売事業 店舗 1,876 10,356 2,677 50 4,604
71

[333]
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事業所名
(所在地)

事業の種類別セ
グメント

設備の
内容

帳簿価額（百万円）

従業
員数
(名)

建物及び
構築物

土地 その他 合計

金額 面積（㎡） 金額 金額 金額

奈良県
大和郡山店 (大和郡山市)
他１店舗

小売事業 店舗 609 221 23 57 690
41

[203]

山口県
THE MALL周南 (下松市)

小売事業 店舗 33 － － － 33
21
[89]

本部、物流センター、その他 小売事業
事務所
倉庫
その他

18,261 1,347,021 11,012 4,607 34,103
945
[223]

　上記の他、主要な貸借設備として以下のものがあります。

事業の種類別セグメント 設備の内容 年間賃料又は年間リース料 (百万円)

小売事業

店舗 32,440

事務所 150

倉庫 1,363

駐車場その他 5,487

(２) 国内子会社
 平成19年12月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメント

設備の
内容

帳簿価額(百万円)

従業員数
(名)

建物及び
構築物

土地
機械・

車両・工具
合計

金額 面積(㎡) 金額 金額 金額

㈱九州西友

本店他

(福岡県福岡市中

央区)

小売事業 店舗他 212
－

[6,236]
－ 13 225

186

[841]

㈱エス・エス・ブ

イ

本店他

(長野県長野市)
小売事業 店舗他

7,950

(3)

62,227

(1,381)

4,674

(160)
619 13,244

442

[2,807]

㈱サニー

本店他

(福岡県福岡市中

央区)

小売事業 店舗他
7,015

(183)
96,060 7,420 385 14,821

548

[2,619]

㈱東北西友

本店他

(宮城県仙台市青

葉区)

小売事業 店舗他 1,396 30,870 3,237 123 4,758
202

[711]

㈱若菜
本店・工場他

(埼玉県川越市)
小売事業 工場他 1,789 16,350 1,066 458 3,313

291

[3,540]

二光㈱
本店他

(千葉県柏市)
小売事業

事務所

他
112 8,877 710 45 868

325

[1,576]

㈱エスシーシー
本店他

(東京都杉並区)
不動産事業 店舗他

17,114

(3,077)

178,673

(53,231)

[41,114]

29,098

(5,298)

90

(33)
46,302

-

[1]

下松タウンセン

ター開発㈱

本店他

(山口県下松市)
不動産事業 店舗他

6,551

(849)
28,894 3,972 15 10,539

3

[1]

　  (注)１　上記の金額には、消費税等は含まれていません。帳簿価額には、建設仮勘定の金額は含まれていません。

なお、上記帳簿価額は、連結会社間の未実現損益等を消去した後の金額で記載しています。

２　連結会社以外から賃借している主要な土地の面積は、〔　〕内に外数で記載しています。

３　連結会社以外への賃貸設備は、上記中(　)内に内数で記載しています。

４　臨時雇用者数は、従業員数欄の〔　〕内に年間の平均人数を外数で記載しています。

５　連結会社間の賃貸借設備につきましては、貸主側で記載しています。

３【設備の新設、除却等の計画】

(１) 重要な設備の新設等
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会社名
事業所名
 (所在地)

事業の種類別
セグメント

設備の内容
投資予定金額(百万円)

資金調達
方法

着手及び完了予定年月

総額 既支払額 着手 完了

㈱西友
保谷店

(東京都西東京市) 
小売事業 

リロケーショ

ン
578 5 自己資金 平成20年４月 平成20年10月 

㈱サニー
南熊本店

(熊本県熊本市) 
小売事業 店舗新設 341 0 自己資金 平成19年12月 平成20年10月 

㈱若菜
九州工場 

(福岡県八女郡広川町) 
小売事業 工場 500 - 自己資金 平成20年１月 平成20年５月 

  (注) 上記の金額には、消費税は含まれていません。

(２) 重要な設備の除却等

 　  該当事項はありません。　
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 2,200,000,000

優先株式 80,000,000

計 2,280,000,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成19年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年３月28日)

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 1,117,455,887 1,117,455,887
東京証券取引所 

(市場第一部) 
－

Ａ種優先株式 8,000,000 8,000,000   

Ｂ種優先株式 12,000,000 12,000,000 非上場 (注２,３)

Ｃ種優先株式 12,000,000 12,000,000   

Ｄ種優先株式 48,000,000 48,000,000   

計 1,197,455,887 1,197,455,887 ― ―

(注)１ 「提出日現在発行数」には、平成20年３月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の権利の行使によ

り発行された株式数は含まれていません。

   ２ 普通株式を対価とする取得請求権の行使期間 

Ａ種優先株式　平成18年６月21日以降 

Ｂ種優先株式　平成18年12月21日以降 

Ｃ種優先株式　平成19年12月21日以降 

Ｄ種優先株式　平成20年12月21日以降 

３ Ａ種ないしＤ種優先株式の内容は、次のとおりであります。

①（優先配当金）

当社は、毎年12月31日の最終の株主名簿に記載または記録された株主または登録株式質権者に対して剰余金の配

当を行うときは、優先株式を有する株主（以下「優先株主」という）または優先株式の登録株式質権者（以下

「優先登録質権者」という）に対し、普通株式を有する株主（以下「普通株主」という）および普通株式の登録

株式質権者(以下「普通登録質権者」という）に先立ち、優先株式１株につき下記②に定める額の金銭（以下「優

先配当金」という）を支払う。ただし、当該事業年度において下記③に定める優先中間配当金を支払ったときは、

当該優先中間配当金を控除した額を支払うものとする。

②（優先配当金の額）

優先配当金の額は、優先株式の発行価額（1,000円）に、各事業年度毎に下記の配当年率（以下「優先配当年率」

という）を乗じて算出した額とする。ただし、優先株式発行初年度の優先配当金については、当該金額を配当起算

日から事業年度の最終日までの日数（初日および最終日を含む）で日割り計算した額とする。

優先配当金は、円位未満小数第４位まで算出し、その小数第４位を四捨五入する。ただし、計算の結果が100円を超

える場合は、優先配当金の額は100円とする。

優先配当年率は、平成17年12月21日以降、各事業年度について、下記算式により計算される年率とする。

  優先配当年率 ＝ 日本円TIBOR（６ヵ月物） ＋ 1.8％

  優先配当年率は、％未満小数第４位まで算出し、その小数第４位を四捨五入する。
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　「日本円TIBOR（６ヵ月物）」とは、(i)平成17年12月31日に終了する事業年度においては、平成17年12月21日におい

て、午前11時における日本円６ヵ月物トーキョー・インター・バンク・オファード・レート（日本円TIBOR）と

して全国銀行協会によって公表される数値を指し、また、(ii)それ以降の事業年度においては、当該事業年度中の１

月１日および７月１日（それぞれ当日が銀行休業日の場合は前営業日）の２時点（以下、平成17年12月21日と併

せて「優先配当年率決定基準日」と総称する）において、午前11時における日本円６ヵ月物トーキョー・イン

ター・バンク・オファード・レート（日本円TIBOR）として全国銀行協会によって公表される数値の平均値を

指すものとする。優先配当年率決定基準日に日本円TIBOR（６ヵ月物）が公表されない場合は、同日（当日がロ

ンドンにおける銀行休業日の場合は前営業日）ロンドン時間午前11時にスクリーン・ページに表示されるロン

ドン銀行間市場出し手レート（ユーロ円LIBOR６ヵ月物（360日ベース））として英国銀行協会（BBA）によっ

て公表される数値またはこれに準ずるものと認められるものを上記平均値の算出において用いるものとする。

③（優先中間配当金）

当社は、毎年６月30日の最終の株主名簿に記載または記録された株主または登録株式質権者に対して剰余金の配

当を行うときは、優先株主または優先登録質権者に対し、普通株主および普通登録質権者に先立ち、優先株式１株

につき各事業年度における優先配当金の２分の１の金額の金銭(以下「優先中間配当金」という)を支払う。

④（非累積条項）

ある事業年度において、優先株主または優先登録質権者に対して支払う優先株式１株あたりの剰余金の配当の額

が優先配当金の額に達しないときは、その不足額は翌事業年度に累積しない。

⑤（非参加条項）

優先株主または優先登録質権者に対しては、優先配当金を超えて剰余金の配当を行わない。

⑥（残余財産の分配）

当社は残余財産を分配するときは、優先株主または優先登録質権者に対し、普通株主または普通登録質権者に先

立ち、優先株式1株につき1,000円の金銭を支払う。優先株主または優先登録質権者に対しては、前記のほか残余財

産の分配は行わない。

⑦（議決権）

優先株主は、株主総会において議決権を有しない。

⑧（新株引受権等）

当社は、法令に定める場合を除き、優先株式について株式の併合または分割を行わない。また、優先株主に対し、募

集株式の割当てを受ける権利および募集新株予約権の割当てを受ける権利を与えず、株式無償割当ておよび新株

予約権の無償割当ては行わない。

⑨（取得請求権）

優先株主は、取得請求権の行使期間中、当社が優先株式を取得するのと引換えに、以下に定める算定方法により算

定される数の普通株式の交付を請求することができる。

(ⅰ)取得の条件

 (a) 当初取得価額

当初取得価額は、１株につき205円とする。

尚、Ａ種優先株式及びＢ種優先株式及びＣ種優先株式の取得価額は、当該優先株式それぞれの取得価額修正条項

に基づき、下記の通り当初取得価額が修正されている。

１．Ａ種優先株式

 　　　修正取得価額　　　　　134円

 　　　適用日　　　　　　　　平成19年12月21日以降

２．Ｂ種優先株式

 　　　修正取得価額　　　　　134円　

 　　　適用日　　　　　　　　平成19年12月21日以降

３．Ｃ種優先株式

 　　　修正取得価額　　　　　134円　

 　　　適用日　　　　　　　　平成19年12月21日以降
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 (b) 取得価額の修正

取得価額は、普通株式の取得請求期間の開始日以降、毎年12月21日および６月21日（以下それぞれ「取得価額修

正日」という）に、各取得価額修正日に先立つ45取引日目に始まる30取引日（以下それぞれ「時価算定期間」と

いう）の株式会社東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む）の平均

値（終値のない日数を除く。円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を切り上げる。なお、上記の時価算

定期間内に、下記(c)で定める取得価額の調整事由が生じた場合には、当該平均値は、下記(c)に準じて代表執行役が

適当と判断する値に調整される）に修正される（以下「修正後取得価額」という）。ただし、上記計算の結果、修

正後取得価額が当初取得価額の50％に相当する金額（円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を切り上

げる。以下「下限取得価額」という。ただし、下記(c)により調整される)を下回る場合には下限取得価額をもって、

また、修正後取得価額が当初取得価額の100％に相当する金額（円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位

を切り上げる。以下「上限取得価額」という。ただし、下記(c)により調整される)を上回る場合には上限取得価額を

もって修正後取得価額とする。ただし、当該平均値が当初取得価額（ただし、下記(c)により調整される）を５%超

下回らない限りにおいては、当該平均値が当該取得価額修正日の前日において有効な取得価額を上回る場合に限

り取得価額の修正を行う。　 

 (c) 取得価額の調整

 １)  各優先株式発行後、次のいずれかに該当する場合には、取得価額を次に定める算式（以下「取得価額調整

式」という）により調整する。取得価額調整式を用いる計算については、円位未満小数第１位まで算出し、その小

数第１位を切り上げる。

    既　発　行

普通株式数
＋
新規発行普通株式数×１株あたりの払込金額

調 整 後

取得価額
＝
調 整 前

取得価額
×

１株あたりの時価

既発行普通株式数＋新規発行普通株式数

イ． 取得価額調整式に使用する時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行する場合（自己株式を処分する

場合を含む）、調整後取得価額は、払込期日の翌日以降、または募集のための株主割当日がある場合はその日

の翌日以降これを適用する。処分される自己株式の数は取得価額調整式における「新規発行普通株式数」に

算入される。

ロ．株式の分割により普通株式を発行する場合、調整後取得価額は、株式の分割のための株主割当日の翌日以降、

これを適用する。ただし、配当可能利益から資本に組み入れられることを条件としてその部分をもって株式の

分割により普通株式を発行する旨代表執行役が決定する場合で、当該配当可能利益の資本組入の決議をする

株主総会の終結の日以前の日を株式の分割のための株主割当日とする場合には、調整後取得価額は、当該配当

可能利益の資本組入の決議をした株主総会の終結の日の翌日以降、これを適用する。なお、上記ただし書の場

合において、株式分割のための株主割当日の翌日から当該配当可能利益の資本組入の決議をした株主総会の

終結の日までに取得請求をなした者に対しては、次の算出方法により普通株式を新たに発行する。

   

(調整前取得価額－調整後取得価額)

 

×

　　

　

 

 

株式数

 

＝

 

 

 

 調整前取得価額をもって当該期間

内に発行された普通株式数

調整後取得価額

 この場合に、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。

ハ．取得価額調整式に使用する時価を下回る価額をもって普通株式を取得することができる株式または権利行

使により発行される普通株式１株あたりの発行価額（ただし、当該発行価額は商法第280条ノ20第４項または

同法第341条ノ15第５項により算出されるものとする。なお、引用されている商法の条項は平成17年11月１日

時点において施行されている条項を指すものとし、以下も同様とする）が取得価額調整式に使用する時価を

下回ることとなる新株予約権を行使できる証券（権利）を発行する場合、調整後取得価額は、その証券（権

利）の発行日に、または募集のための株主割当日がある場合はその日の終わりに、発行される証券（権利）の

全額が取得またはすべての新株予約権が行使されたものとみなし、その発行日の翌日以降またはその割当日

の翌日以降これを適用する。以後の調整においては、かかるみなし株式数は、実際に当該取得または新株予約

権の行使がなされた結果発行された株式数を上回る限りにおいて、既発行の普通株式数に算入される（下記

ニ．も同様とする）。
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ニ． 普通株式を取得することができる株式または新株予約権を行使できる証券（権利）であって、取得価額ま

たは新株予約権の行使価額が発行日に決定されておらず発行日以降の一定の日（以下「価額決定日」とい

う）の時価を基準として決定されるものを発行した場合において、決定された取得価額または権利行使によ

り発行される普通株式１株あたりの発行価額（ただし、当該発行価額は商法第280条ノ20第４項または同法第

341条ノ15第５項により算出されるものとする）が取得価額調整式に使用する時価を下回る場合、調整後取得

価額は、当該価額決定日の時点で残存する証券（権利）の全額が取得またはすべての新株予約権が行使され

たものとみなし、当該価額決定日の翌日以降これを適用する。

  ２) 上記１)に掲げる場合のほか、合併、資本の減少または普通株式の併合等により取得価額の調整を必要とする場

合には、代表執行役が適当と判断する取得価額により変更される。

  ３) 取得価額調整式に使用する１株あたりの払込金額とは、それぞれ以下のとおりとする。

イ．上記１)イ．の時価を下回る払込金額（または処分価額）をもって普通株式を発行（または自己株式を処

分）する場合には、当該払込金額または処分価額（金銭以外の財産による払込みの場合にはその適正な評価

額)

ロ．上記１)ロ．の株式の分割により普通株式を発行する場合は０円

ハ．上記１)ハ．の時価を下回る価額をもって普通株式を取得することができる株式または１)ハ．で定める内容

の新株予約権を行使できる証券（権利）を発行する場合は、当該取得価額または当該新株予約権の行使によ

り発行される普通株式１株あたりの発行価額（ただし、当該発行価額は商法第280条ノ20第４項または同法第

341条ノ15第５項により算出されるものとする）

ニ．上記１)ニ．の場合は、価額決定日に決定された取得価額または新株予約権の行使により発行される普通株式

１株あたりの発行価額（ただし、当該発行価額は商法第280条ノ20第４項または同法第341条ノ15第５項によ

り算出されるものとする）

ホ．取得価額調整式により算出された調整後取得価額と調整前取得価額との差額が１円未満にとどまるときは、

取得価額の調整はこれを行わない。ただし、その後取得価額の調整を必要とする事由が発生し、取得価額を算

出する場合には、取得価額調整式中の調整前取得価額に代えて調整前取得価額からこの差額を差し引いた額

を使用する。

(ⅱ) 取得により発行すべき普通株式数

当会社が優先株式を取得するのと引換えに交付すべき普通株式の数は、次の算式により算定されるものとす

る。なお、交付すべき普通株式数として算定された数に端数が生じたときはこれを切捨て、会社法第167条第３

項各号に定める金銭の交付は行わない。

   

 

 

 

 

交付すべき

普通株式数 
＝

優先株主から取得する優先株式の払込金額の総額

取得価額

 

 (ⅲ) 取得後第１回目の配当

各優先株式の取得により発行された普通株式に対する最初の利益配当金は、取得の請求が１月１日から６月30

日までになされたときには１月１日に、７月１日から12月31日までになされたときには７月１日に取得があっ

たものとみなしてこれを支払う。

⑩（優先配当金ならびに優先中間配当金の除斥期間）

優先配当金および優先中間配当金の支払いについては、支払開始の日から３年を経過したときは、当社は、支払の

義務を免れる。当該未払いの配当財産には、利息をつけない。

⑪（優先順位）

当社の発行する各種の優先株式の優先配当金、優先中間配当金ならびに残余財産の分配の支払順位は同順位とす

る。

（２）【新株予約権等の状況】

第６回新株予約権

株主総会の特別決議(平成17年３月30日)

 
事業年度末現在

(平成19年12月31日)
提出日の前月末現在
(平成20年２月29日)

新株予約権の数 66個 (注) 66個 (注)

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ─ ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 66,000株 66,000株

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり１円 同左
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事業年度末現在

(平成19年12月31日)
提出日の前月末現在
(平成20年２月29日)

新株予約権の行使期間
平成17年４月１日～

平成27年３月31日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額

発行価格                 １円

資本組入額               １円
同左

新株予約権の行使の条件

対象者として新株予約権の割当

を受けた者は、当社の執行役の

地位を喪失した日の翌日から新

株予約権を行使することができ

る。ただし、執行役の在任期間中

であっても、平成19年４月１日

から平成20年３月31日まで及び

平成21年４月１日から平成22年

３月31日までの各期間について

は付与された新株予約権の内、

各々25%を上限として行使する

ことができるものとする。上記

にかかわらず、対象者として新

株予約権の割当を受けた者は平

成26年４月１日から平成27年３

月31日の期間については未行使

の全ての新株予約権を行使でき

るものとする。（ただし、株主総

会決議および取締役会決議に基

づき、当社と対象者との間で締

結する新株予約権割当契約に定

める事由による地位喪失の場合

を除く。）

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
本新株予約権を譲渡するときは

取締役会の承認を要する。
同左

代用払込みに関する事項　 ─ ─ 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す

る事項
─ ─

　（注）１　新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。

　      ２　平成20年３月４日開催の報酬委員会決議に基づき、執行役を対象に付与してきたストックオプションについ

ては放棄することを要請し、代替的なプランとして１株139円を基準とした一時金を支払うことといたしま

した。
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 第７回新株予約権

 株主総会の特別決議(平成18年３月29日)

 
事業年度末現在

(平成19年12月31日)
提出日の前月末現在
(平成20年２月29日)

新株予約権の数 72個 (注) 72個 (注)

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ─ ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 72,000株 72,000株

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり１円 同左

新株予約権の行使期間
平成18年４月１日～

平成28年３月31日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額

発行価格                 １円

資本組入額               １円
同左

新株予約権の行使の条件

対象者として新株予約権の割当

を受けた者は、当社の執行役の

地位を喪失した日の翌日から新

株予約権を行使することができ

る。ただし、執行役の在任期間中

であっても、平成20年４月１日

から平成21年３月31日まで及び

平成22年４月１日から平成23年

３月31日までの各期間について

は付与された新株予約権の内、

各々25%を上限として行使する

ことができるものとする。上記

にかかわらず、対象者として新

株予約権の割当を受けた者は平

成27年４月１日から平成28年３

月31日の期間については未行使

の全ての新株予約権を行使でき

るものとする。（ただし、株主総

会決議および取締役会決議に基

づき、当社と対象者との間で締

結する新株予約権割当契約に定

める事由による地位喪失の場合

を除く。）

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
本新株予約権を譲渡するときは

取締役会の承認を要する。
同左

代用払込みに関する事項　 ─ ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す

る事項
─ ─

 （注）１　新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。

２　平成20年３月４日開催の報酬委員会決議に基づき、執行役を対象に付与してきたストックオプションにつ

いては放棄することを要請し、代替的なプランとして１株139円を基準とした一時金を支払うことといた

しました。

EDINET提出書類

株式会社西友(E03062)

有価証券報告書

 24/121



 第８回新株予約権

 株主総会の特別決議(平成18年３月29日)

 
事業年度末現在

(平成19年12月31日)
提出日の前月末現在
(平成20年２月29日)

新株予約権の数 12個 (注) 12個 (注)

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ─ ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 12,000株 12,000株

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり１円 同左

新株予約権の行使期間
平成18年９月12日～

平成28年３月31日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額

発行価格                 １円

資本組入額               １円
同左

新株予約権の行使の条件

対象者として新株予約権の割当

を受けた者は、当社の執行役の

地位を喪失した日の翌日から新

株予約権を行使することができ

る。ただし、執行役の在任期間中

であっても、平成20年４月１日

から平成21年３月31日まで及び

平成22年４月１日から平成23年

３月31日までの各期間について

は付与された新株予約権の内、

各々25%を上限として行使する

ことができるものとする。上記

にかかわらず、対象者として新

株予約権の割当を受けた者は平

成27年４月１日から平成28年３

月31日の期間については未行使

の全ての新株予約権を行使でき

るものとする。（ただし、株主総

会決議および取締役会決議に基

づき、当社と対象者との間で締

結する新株予約権割当契約に定

める事由による地位喪失の場合

を除く。）

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
本新株予約権を譲渡するときは

取締役会の承認を要する。
同左

代用払込みに関する事項　 ─ ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す

る事項
─ ─

 （注）１　新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。

２　平成20年３月４日開催の報酬委員会決議に基づき、執行役を対象に付与してきたストックオプションについ

ては放棄することを要請し、代替的なプランとして１株139円を基準とした一時金を支払うことといたしま

した。
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 第９回新株予約権

 取締役会の委任による代表執行役の決定(平成19年８月20日)

 
事業年度末現在

(平成19年12月31日)
提出日の前月末現在
(平成20年２月29日)

新株予約権の数 603個 （注）１ 603個 （注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ─ ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 603,000株 603,000株

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり１円 同左

新株予約権の行使期間
平成19年10月１日～

平成29年３月31日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額

発行価格                 １円

資本組入額               １円
同左

新株予約権の行使の条件

(1)新株予約権者は、新株予約権を行使

することができる期間内において、当社

の執行役の地位を喪失した日の翌日以

降に限り、新株予約権を行使することが

できる。(2)上記(1)に関わらず、新株予約

権者は平成28年４月１日から平成29年

３月31日の期間については全ての新株

予約権を行使できるものとする。(3)上

記(1)及び(2)に関わらず、新株予約権者

が、法令及び定款で定める任期(再任さ

れた場合は、再任される前の当初の任期

をいう)満了前に退任した場合は、割当

てを受けた新株予約権のうち、下記算式

で計算される数の新株予約権(ただし、

１個未満の端数については切り捨て)に

ついては、権利行使することはできな

い。

割当てを受けた

新株予約権の数
×

365日－平成19年３

月28日から退任日

までの日数

365日

(4)新株予約権者が新株予約権を放棄し

た場合には、かかる新株予約権を行使す

ることができないものとする。

(5)１個の新株予約権を分割して行使す

ることはできないものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
本新株予約権を譲渡により取得すると

きは取締役会の承認を要する。
同左

代用払込みに関する事項　 ─ ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す

る事項
（注）４ 同左

新株予約権の取得に関する事項 （注）５ 同左

 （注）１　新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。

２　平成20年３月４日開催の報酬委員会決議に基づき、執行役を対象に付与してきたストックオプションについ

ては放棄することを要請し、代替的なプランとして１株139円を基準とした一時金を支払うことといたしま

した。
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３　新株予約権のうち45個（45,000株）は、辞任により権利を喪失しています。

４　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転（以

上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日（吸収合

併につき吸収合併の効力発生日、新設合併につき新設合併設立会社成立の日、吸収分割につき吸収分割の効

力発生日、新設分割につき新設分割設立会社の成立の日、株式交換につき株式交換の効力発生日、及び株式

移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。）の直前において残存する募集新株予約権（以下、

「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236 条第1 項第8号

のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づき

それぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権

を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸

収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた

場合に限るものとする。

(１) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

(２) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(３) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、(注)１に準じて決定する。

(４) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編後払込金額に上記

(３)に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額

とする。再編後払込金額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる再

編対象会社の株式1 株当たり１円とする。

(５) 新株予約権を行使することができる期間

募集新株予約権を行使することができる期間(平成19年10月１日から平成29年３月31日)の開始日と組織

再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、募集新株予約権を行使することができる期間の満了

日までとする。

(６) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事項

　　①募集新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第40条第

１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数

は、これを切り上げるものとする

　　②募集新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記(１)記　　　　　　　

　　載の資本金等増加限度額から上記(１)に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

上記①②に準じて決定する。

(７) 譲渡による新株予約権の取得の制限

新株予約権を譲渡により取得するには、再編対象会社の取締役会の承認を要する。

(８) 新株予約権の取得条項

(注)４の新株予約権の取得条項に準じて決定する。

(９) その他の新株予約権の行使の条件

上記新株予約権の行使の条件に準じて決定する。

５　以下の(１)、(２)、(３)、(４)、または(５)の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要な

場合は、当社取締役会決議がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償で募集新株予約権

を取得することができる。

(１) 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

(２) 当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案

(３) 当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案

(４) 当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要すること

についての定めを設ける定款の変更承認の議案

(５) 募集新株予約権の目的である株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要す

ること若しくは当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得することに

ついての定めを設ける定款の変更承認の議案
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（３）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。
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（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高

(株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金
増減額

(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成14年３月１日～
平成15年２月28日(注)1

235,340,000 573,211,667 31,566 61,120 31,524 75,815

平成15年３月１日～
平成15年12月31日(注)2

51,497,117 624,708,784 3,885 65,005 △67,007 8,808

平成16年１月１日～
平成16年12月31日(注)3

32,593,113 657,301,897 2,275 67,280 4,620 13,429

平成17年１月１日～
平成17年12月31日(注)4

312,184,900 969,486,797 62,614 129,895 62,807 76,236

平成19年１月１日～
平成19年12月31日(注)5

227,969,090 1,197,455,887 △65,351 64,543 △76,233 3

(注)　１　新株の発行による増加 (平成14年５月30日実施)
・発行形態―有償、第三者割当
・発行価格―１株につき259円
・資本組入額―１株につき130円
・割当先及び株式数―Wyoming Holding GmbH　23,165,000株、住友商事㈱　19,305,000株であります。
新株引受権の権利行使及び第４回新株予約権の行使による増加
・発行価格―１株につき501円
・資本組入額―１株につき251円
・株式数―70,000株
第１回新株予約権の行使による増加 (平成14年12月27日行使)
・発行価格―１株につき270円
・資本組入額―１株につき135円
・株式数―192,800,000株

２　損失処理による資本準備金の繰入による75,815百万円の減少
株式交換による資本準備金4,958百万円の増加 (平成15年７月１日実施)
㈱エス・エス・ブイの普通株式１株(当社所有の5,455,100株は割当を行わない)に対して、当社の普通株式
2.73株を割当交付
新株の発行による資本金3,885百万円及び資本準備金3,850百万円の増加 (平成15年８月30日実施)
・発行形態―有償、第三者割当
・発行価格―１株につき221円
・資本組入額―１株につき111円
・割当先及び株式数―Wyoming Holding GmbH　20,181,000株、住友商事㈱　3,500,000株
その他　11,319,000株であります。

３　株式交換による資本準備金2,345百万円の増加（平成16年６月１日実施）
㈱サニーの普通株式１株(当社所有の267,024株は割当を行わない)に対して、当社の普通株式47.1株を割当
交付 
新株の発行による資本金2,275百万円及び資本準備金2,275百万円の増加 (平成16年12月１日実施)  
・発行形態―有償、第三者割当
・発行価格―１株につき222円
・資本組入額―１株につき111円
・割当先及び株式数―Wyoming Holding GmbH　9,100,000株

      その他　11,400,000株であります。
４　新株の発行による資本金5,029百万円及び資本準備金4,970百万円の増加 (平成17年５月30日実施) 
・発行形態―有償、第三者割当
・発行価格―１株につき171円
・資本組入額―１株につき86円
・割当先及び株式数―Wyoming Holding GmbH　58,479,000株
株式交換による普通株式2,973,900株の発行及び資本準備金421百万円の増加 (平成17年10月６日実施)
㈱スマイルの普通株式１株(当社所有の2,210,000株は割当を行わない)に対して、当社の普通株式6.9株を割当
交付 
新株の発行による資本金57,585百万円及び資本準備金57,414百万円の増加 (平成17年12月21日実施) 
・発行形態―有償、第三者割当 
・発行価格―普通株式１株につき205円、優先株式１株につき1,000円
・資本組入額―普通株式１株につき103円、優先株式１株につき500円
・割当先及び株式数―普通株式 Wyoming Holding GmbH　170,732,000株、
　優先株式㈱みずほコーポレート銀行　47,500,000株、Wyoming Holding GmbH　32,500,000株であります。　
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５　優先株式の普通株式への転換による普通株式の増加等

・普通株式の増加227,969,090株は、Ａ種優先株式8,000,000株、Ｂ種優先株式12,000,000株、Ｃ種優先株式

12,000,000株を普通株式に転換(優先株式を取得し、引換えに普通株式を交付）したことにより、それぞれ

59,701,492株、78,292,360株、89,552,238株増加したことと、ストック・オプションの行使による423,000株の

増加であります。

 　　　資本準備金及び資本金の減少

 　・平成19年２月16日開催の取締役会決議により、資本準備金762億36百万円を全額減少し、欠損の填補に充当

いたしました。

また、平成19年３月28日開催の定時株主総会決議により資本金653億55百万円の減少を行い、欠損の填補に

充当いたしました。

 　・新株予約権の行使により資本金が3百万、資本準備金が3百万円増加しています。

６　資本金の減少

・平成20年３月18日開催の定時株主総会において、当社が株式の買取り等を行う場合に必要な分配可能額を

確保することを目的として、資本金330億円の減少を行うことを決議いたしました。なお、減少した資本金の

額は、その他資本剰余金に振り替えます。
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（５）【所有者別状況】

 平成19年12月31日現在

区分

株式の状況 (１単元の株式数1,000株)
単元未満
株式の状況

(株)
政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数 (人) － 9 31 133 70 10 7,609 7,862 ―

所有株式数

 (単元)
－ 2,827 5,927 1,772 1,080,721 61 24,943 1,116,251 1,204,887

所有株式数の

割合 (％)
－ 0.25 0.53 0.16 96.82 0.01 2.23 100.00 ―

　(注)　１　自己株式1,174,108株は、「個人その他」欄に1,174単元、「単元未満株式の状況」欄に108株含まれています。

２　「その他の法人」欄には、証券保管振替機構名義の株式が19単元含まれています。
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（６）【大株主の状況】

 (普通株式) 平成19年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(千株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合 (％)

ワイオミング　ホールディング ジーエ

ムビーエイチ

(常任代理人　株式会社みずほコーポ

レート銀行) 

Bachstrasse 56, 8200 Schaffhausen.

Switzerland

(東京都中央区日本橋兜町６番７号）

1,071,975 95.93

バークレイズ　バンク　ピーエルシー　

バークレイズ　キヤピタル　セキユリ

ティーズ　エスビーエル　ピービーアカ

ウント

 (常任代理人　スタンダードチヤータード

銀行)

54 LOMBARD STREET,

 LONDON EC3P3AH,UNITED KINGDOM

 (東京都千代田区永田町２丁目11－１　山

王パークタワー21階)

2,754 0.24

日本マスタートラスト信託銀行株式会

社（信託口）
東京都港区浜松町二丁目11番３号 1,709 0.15

モルガン．スタンレー．アンド，カン

パニー．インターナショナル．ピーエ

ルシー

 (常任代理人　モルガン・スタンレー証券

株式会社)

25 CABOT SQUARE,CANARY WHARF,

LONDON E144QA ENGLAND

 (東京都渋谷区恵比寿４丁目20－３　恵比

寿ガーデンプレイスタワー)

1,700 0.15

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目９番１号 1,559 0.13

三菱UFJ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 1,538 0.13

ドイツ証券株式会社
東京都千代田区永田町二丁目11番１号

山王パークタワー
1,415 0.12

株式会社西友　 東京都豊島区東池袋三丁目１番１号 1,174 0.10

山田直邦 東京都世田谷区 880 0.07

日本トラスティ・サービス信託銀行株

式会社（信託口）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 657 0.05

計 ― 1,085,362 97.12

 
 (Ａ種優先株式) 平成19年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(千株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合 (％)

株式会社　西友　　(注) 東京都豊島区東池袋三丁目１番１号 8,000 100.00

計 ― 8,000 100.00

 

 (Ｂ種優先株式) 平成19年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(千株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合 (％)

株式会社　西友　　(注) 東京都豊島区東池袋三丁目１番１号 12,000 100.00

計 ― 12,000 100.00

 

 (Ｃ種優先株式) 平成19年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(千株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合 (％)

株式会社　西友　　(注) 東京都豊島区東池袋三丁目１番１号 12,000 100.00
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氏名又は名称 住所
所有株式数

(千株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合 (％)

計 ― 12,000 100.00

 

 (Ｄ種優先株式) 平成19年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(千株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合 (％)

ワイオミング　ホールディング　ジーエ

ムビーエイチ

(常任代理人　株式会社みずほコーポ

レート銀行)

Bachstrasse 56, 8200 Schaffhausen.

Switzerland

(東京都中央区日本橋兜町６番７号)

48,000 100.00

計 ― 48,000 100.00

 (注)　Ａ種、Ｂ種、Ｃ種優先株式の自己株式数は、普通株式への転換に伴なう取得請求権の行使によるものであります。(優先

株式を取得し、引換えに普通株式を交付)
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成19年12月31日現在

区分 株式数 (株) 議決権の数 (個) 内容

無議決権株式

Ａ種優先株式

8,000,000

Ｂ種優先株式

12,000,000

Ｃ種優先株式

12,000,000

Ｄ種優先株式

48,000,000

─
「１(１)②発行済株式」

の「内容」の記載を参照

議決権制限株式 (自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式 (その他) ― ― ―

完全議決権株式 (自己株式等)

 (自己保有株式)
普通株式

1,174,000
― ―

 (相互保有株式)
普通株式

－

― ―

完全議決権株式 (その他)
普通株式

1,115,077,000
1,115,058 ―

単元未満株式
普通株式

1,204,887
― ―

発行済株式総数 1,197,455,887 ― ―

総株主の議決権 ― 1,115,058 ―

　(注)　「完全議決権株式(その他)」の「株式数」欄には、証券保管振替機構名義の株式が19,000株が含まれています。な

お、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数19個は含まれていません。

②【自己株式等】

 平成19年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式
の合計

(株)

発行済普通株式総
数に対する所有株
式数の割合 (％)

 (自己保有株式)　

株式会社西友

東京都豊島区東池袋

三丁目１番１号 
1,174,000 － 1,174,000 0.10

計 ― 1,174,000 － 1,174,000 0.10
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（８）【ストックオプション制度の内容】

・新株予約権方式によるストックオプション制度

 当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しています。なお、平成20年３月４日開催の報

酬委員会決議に基づき、執行役を対象に付与してきたストックオプションについては放棄することを要請し、

代替的なプランとして１株139円を基準とした一時金を支払うことといたしました。

①　当該制度は、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、平成17年３月30日第50期定時株主総会終結

時に在職する当社の執行役に対して、当社の中長期的な業績発展への貢献を報酬に反映させ、当社の株価や

業績の向上に対する意欲を一層高めるため、従来の役員退職慰労金制度を廃止し、株式報酬型ストック・オ

プション制度を導入するものであり、当社の執行役を対象として、特に有利な条件をもって新株予約権を発

行することを平成17年３月30日の定時株主総会において特別決議されたものであります。

決議年月日 平成17年３月30日

付与対象者の区分及び人数 当社執行役　　　　　　　　　10名 (注)　２

新株予約権の目的となる株式の種類     普通株式

株式の数 　　　　　　　        290,000株（注)　２

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　　　　　 　　　　　　　　 １円 (注)　１

新株予約権の行使期間 平成17年４月１日～平成27年３月31日

新株予約権の行使の条件

(1) 対象者として新株予約権の割当を受けた者は、当社の執

行役の地位を喪失した日の翌日から新株予約権を行

使することができる。ただし、執行役の在任期間中で

あっても、下記の各期間については付与された新株予

約権の内、各々25％を上限として行使することができ

るものとする。

①平成19年４月１日から平成20年３月31日まで

②平成21年４月１日から平成22年３月31日まで

(2) 上記(1)にかかわらず、対象者として新株予約権の割当

を受けた者は平成26年４月１日から平成27年３月31

日の期間については未行使の全ての新株予約権を行

使できるものとする。(ただし、本総会決議及び取締役

会決議に基づき、当社と対象者との間で締結する新株

予約権割当契約に定める事由による地位喪失の場合

を除く。)

(3) その他の権利行使条件は、上記(2)の新株予約権割当契

約に定めるものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

　(注)　１　新株予約権を発行する日(以下「発行日」)後、当社が株式分割または株式併合を行う場合には、次の算式により目

的となる株式の数を調整するものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で新株予約権

の割当を受けた者が権利行使していない新株予約権の目的となる株式の数についてのみ行われ、調整計算の

結果生ずる１株未満の株式については、これを切り捨てる。

　　　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

　また、発行日後に、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が継承される場合、当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、または当社が他社と株式交換を行い完全親会社となる場合、当社は必要

と認める株式数の調整を行う。

２　権利行使により、平成19年12月末日現在、付与対象者の人数は３名、株式の数は66,000株となっております。
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②　当該制度は、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、平成18年３月29日第51期定時株主総会終結

時に在職する当社の執行役に対して、当社の中長期的な業績発展への貢献を報酬に反映させ、当社の株価や業績

の向上に対する意欲を一層高めるため、当社の執行役を対象として、特に有利な条件をもって新株予約権を発行

することを平成18年３月29日の定時株主総会において特別決議されたものであります。

決議年月日 平成18年３月29日

付与対象者の区分及び人数 当社執行役　　　　　　　 　９名　(注)　２

新株予約権の目的となる株式の種類     普通株式

株式の数 　　　　　208,000株　(注)　２

新株予約権の行使時の払込金額（円） １円　(注)　１

新株予約権の行使期間 平成18年４月１日～平成28年３月31日

新株予約権の行使の条件

(1) 対象者として新株予約権の割当を受けた者は、当社の執

行役の地位を喪失した日の翌日から新株予約権を行

使することができる。ただし、執行役の在任期間中で

あっても、下記の各期間については付与された新株予

約権の内、各々25％を上限として行使することができ

るものとする。

①平成20年４月１日から平成21年３月31日まで

②平成22年４月１日から平成23年３月31日まで

(2) 上記(1)にかかわらず、対象者として新株予約権の割当

を受けた者は平成27年４月１日から平成28年３月31

日の期間については未行使の全ての新株予約権を行

使できるものとする。(ただし、本総会決議及び取締役

会決議に基づき、当社と対象者との間で締結する新株

予約権割当契約に定める事由による地位喪失の場合

を除く。)

(3) その他の権利行使条件は、上記(2)の新株予約権割当契

約に定めるものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

　(注)　１　新株予約権を発行する日(以下「発行日」)後、当社が株式分割または株式併合を行う場合には、次の算式により目

的となる株式の数を調整するものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で新株予約権

の割当を受けた者が権利行使していない新株予約権の目的となる株式の数についてのみ行われ、調整の結果

生ずる１株未満の株式については、これを切り捨てる。

　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、発行日後に、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が継承される場合、当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、または当社が他社と株式交換を行い完全親会社となる場合、当社は必要

と認める株式数の調整を行う。

２　権利行使及び退職による権利失効により、平成19年12月末日現在、付与対象者の人数は３名、株式の数は72,000

株となっております。
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③会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第64条による改正前の旧商法第280条ノ20および第280条ノ

21の規定に基づき,平成18年３月29日開催の第51期定時株主総会決議及び平成18年８月22日開催の取締役会決議

に基づく新株予約権の発行上限数である300個のうちの一部を割り当てたものであります。

決議年月日 平成18年３月29日

付与対象者の区分及び人数 当社執行役　　　　　　　　 １名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 12,000株

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　　　　　 　　　　　　　　 １円 (注)

新株予約権の行使期間 平成18年９月12日～平成28年３月31日

新株予約権の行使の条件

(1) 対象者として新株予約権の割当を受けた者は、当社の執

行役の地位を喪失した日の翌日から新株予約権を行

使することができる。ただし、執行役の在任期間中で

あっても、下記の各期間については付与された新株予

約権の内、各々25％を上限として行使することができ

るものとする。

①平成20年４月１日から平成21年３月31日まで

②平成22年４月１日から平成23年３月31日まで

(2) 上記(1)にかかわらず、対象者として新株予約権の割当

を受けた者は平成27年４月１日から平成28年３月31

日の期間については未行使の全ての新株予約権を行

使できるものとする。(ただし、本総会決議及び取締役

会決議に基づき、当社と対象者との間で締結する新株

予約権割当契約に定める事由による地位喪失の場合

を除く。)

(3) その他の権利行使条件は、上記(2)の新株予約権割当契

約に定めるものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

　(注)　　　新株予約権を発行する日(以下「発行日」)後、当社が株式分割または株式併合を行う場合には、次の算式により目

的となる株式の数を調整するものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で新株予約権

の割当を受けた者が権利行使していない新株予約権の目的となる株式の数についてのみ行われ、調整の結果

生ずる１株未満の株式については、これを切り捨てる。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、発行日後に、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が継承される場合、当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、または当社が他社と株式交換を行い完全親会社となる場合、当社は必要

と認める株式数の調整を行う。

④会社法に基づき平成19年８月20日開催の取締役会の委任による代表執行役の決定により新株予約権の発行を割

り当てたものであります。

決議年月日 平成19年８月20日

付与対象者の区分及び人数 当社執行役　　　　　　　　 11名　(注)　２

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 676,000株　(注)　２

新株予約権の行使時の払込金額（円） １円　(注)　１

新株予約権の行使期間 平成19年10月１日～平成29年３月31日
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新株予約権の行使の条件

(1)新株予約権者は、新株予約権を行使することができる期

間内において、当社の執行役の地位を喪失した日の翌

日以降に限り、新株予約権を行使することができるも

のとする。

(2)上記(1)に関わらず、新株予約権者は平成28年４月１日か

ら平成29年３月31日の期間については全ての新株予約

権を行使できるものとする。

(3)上記(1)及び(2)に関わらず、新株予約権者が、法令及び定

款で定める任期(再任された場合は、再任される前の当

初の任期をいう)満了前に退任した場合は、割当てを受

けた新株予約権のうち、下記算式で計算される数の新

株予約権(ただし、１個未満の端数については切り捨て)

については、権利行使することはできない。

割当てを受けた

新株予約権の数
×

365日－平成19年３

月28日から退任日

までの日数

365日

(4)新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、かかる

新株予約権を行使することができないものとする。

(5)１個の新株予約権を分割して行使することはできない

ものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)　３

新株予約権の取得条項に関する事項 (注)　４

　(注)　１　当社が当社普通株式につき、株式の分割（株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記載につき同じ。）または株

式の併合を行う場合には、付与株式数を次の算式により調整し、調整の結果生ずる１株未満の株式の端数は、

これを切り捨てるものとする。

　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率

調整後付与株式数は、株式の分割の場合は、当該株式の分割の基準日の翌日以後、株式の併合の場合は、その

効力発生日以降、これを適用する。

　また上記のほか、付与株式数の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で付与株式数を調整することがで

きる。
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２　権利行使により、平成19年12月末日現在、付与対象者の人数は９名、株式の数は603,000株となっております。な

お、45,000株は、辞任により権利を喪失しています。

３　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転（以

上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日（吸収合

併につき吸収合併の効力発生日、新設合併につき新設合併設立会社成立の日、吸収分割につき吸収分割の効

力発生日、新設分割につき新設分割設立会社の成立の日、株式交換につき株式交換の効力発生日、及び株式

移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。）の直前において残存する募集新株予約権（以下、

「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236 条第1 項第8号

のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づき

それぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権

を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸

収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた

場合に限るものとする。

(１) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

(２) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(３) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、(注)１に準じて決定する。

(４) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編後払込金額に上記

(３)に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額

とする。再編後払込金額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる再

編対象会社の株式1 株当たり１円とする。

(５) 新株予約権を行使することができる期間

募集新株予約権を行使することができる期間(平成19年10月１日から平成29年３月31日)の開始日と組織

再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、募集新株予約権を行使することができる期間の満了

日までとする。

(６) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事項

　　①募集新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第40条第

１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数

は、これを切り上げるものとする

　　②募集新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記(１)記　　　　　　　

　　載の資本金等増加限度額から上記(１)に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

上記①②に準じて決定する。

(７) 譲渡による新株予約権の取得の制限

新株予約権を譲渡により取得するには、再編対象会社の取締役会の承認を要する。

(８) 新株予約権の取得条項

(注)４の新株予約権の取得条項に準じて決定する。

(９) その他の新株予約権の行使の条件

上記新株予約権の行使の条件に準じて決定する。

４　以下の(１)、(２)、(３)、(４)、または(５)の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要な

場合は、当社取締役会決議がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償で募集新株予約権

を取得することができる。

(１) 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

(２) 当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案

(３) 当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案

(４) 当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要すること

についての定めを設ける定款の変更承認の議案

(５) 募集新株予約権の目的である株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要す

ること若しくは当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得することに

ついての定めを設ける定款の変更承認の議案
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

 該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

  該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

 

区分 株式数（株） 価額の総額（百万円）

株主総会（平成－年－月－日）での決議状況

（取得期間　平成－年－月－日～平成－年－月－日）
－ －

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 644,360 89

残存授権株式の総数及び価額の総額 － －

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) － －

当期間における取得自己株式 29,307 3

提出日現在の未行使割合(％) － －

　（注）当期間における取得自己株式数には、平成20年３月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式数は含めていません。

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（百万円）

株式数（株）
処分価額の総額
（百万円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他

（単元未満株式の売渡請求による売渡）
－ － － －

保有自己株式数 1,174,108 － 1,203,415 －

　（注）当期間における保有自己株式数には、平成20年３月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式数は含めていません。
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【株式の種類等】　　会社法第155条第４号に該当するＡ種優先株式、Ｂ種優先株式及びＣ種優先株式の取得

（1）【株主総会決議による取得の状況】

 該当事項はありません。

（2）【取締役会決議による取得の状況】

 該当事項はありません。

（3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

 　　　　 会社法第166条第１項の規定に基づく取得請求による優先株式の取得

区分 株式数（株） 価額の総額（百万円）

株主総会（平成－年－月－日）での決議状況

（取得期間　平成－年－月－日～平成－年－月－日）
－ －

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式

 Ａ種優先株式

 Ｂ種優先株式

 Ｃ種優先株式

 

8,000,000

12,000,000

12,000,000

 

－

－

－

残存授権株式の総数及び価額の総額 － －

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) － －

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合(％) － －

 （4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（百万円）

株式数（株）
処分価額の総額
（百万円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他

（単元未満株式の売渡請求による売渡）
－ － － －

保有自己株式数 32,000,000 － 32,000,000 －
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３【配当政策】

 

　当社は、「剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項については、法令に別段に定めのある場合を除き、

取締役会の決議により定める。毎年12月31日及び６月30日の最終の株主名簿に記載または記録された株主または登録

株式質権者に対し、剰余金の配当をすることができる。また上記のほか、基準日を定めて剰余金の配当をすることがで

きる。」旨を定款に定めています。

　当社は長期的な企業価値向上を図るため、2007年10月22日にワイオミング　ホールディング　ジーエムビーエイチに

よる当社株式等への公開買付への賛同を表明いたしました。こうしたなか今後の成長の足場固めとして、内部留保を

高めることを第一義に据えています。

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第48期 第49期 第50期 第51期 第52期 第53期

決算年月 平成15年２月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 平成19年12月

最高 (円) 645 400 447 356 397 200

最低 (円) 205 220 217 167 137 74

　(注)　１　最高・最低株価は、株式会社東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

２　第49期は、平成15年３月１日から平成15年12月31日までの10ヶ月決算となっています。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年７月 平成19年８月 平成19年９月 平成19年10月 平成19年11月 平成19年12月

最高 (円) 150 139 105 140 140 139

最低 (円) 122 98 74 82 137 133

　(注)　　最高・最低株価は、株式会社東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５【役員の状況】

(1) 取締役の状況

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株
式数

(千株)

取締役

(代表執行役)
―

エドワード・

ジェームズ・カレ

ジェッスキー

昭和35年１月31日生

昭和53年８月 キャッシュンキャリー・フーズ入社

 １年 －

平成７年７月 イングルス・マーケッツ入社

 平成10年12月 アクミ・マーケッツ入社 

平成12年５月 ウォルマート・ストアーズInc.入社　

同社シニア バイス プレジデント

平成16年２月 ウォルマート・インターナショナル

　シニア バイス プレジデント(兼)最

高執行責任者

同年　３月 当社取締役(現任)

平成17年12月 当社代表執行役(最高経営責任者)(現

任)

取締役 ―
マイケル・テリー

・デューク
昭和24年12月７日生

昭和53年１月 メイ・デパートメント・ストアーズ

入社

１年 －

昭和61年１月 ベンチャー・ストアーズ入社

平成７年７月 ウォルマート・ストアーズIncディ

ストリビューション担当シニア バ

イス プレジデント

平成８年３月 同社ロジスティクス担当シニア　バ

イス プレジデント

平成12年３月 同社ロジスティクス担当エグゼク

ティブ バイス プレジデント

同年　７月 同社アドミニストレーション担当エ

グゼクティブ バイス プレジデント

平成15年４月 同社ウォルマート・ストアーズ部門

(米国)エグゼクティブ バイス プレ

ジデント、社長(兼)最高経営責任者

平成17年９月 同社副会長ウォルマート　インター

ナショナル担当(現任)

同年　12月 当社取締役 (現任)

取締役 ―
リンダ・マリー・

ディルマン
昭和31年６月29日生

昭和55年４月 ヒューレット・パッカード社入社

 １年 －

昭和60年４月 ダン＆ハーギット社入社

昭和62年３月 ホールセールクラブ社入社

平成３年８月 ウォルマート・ストアーズInc.

アプリケーション開発マネジャー

平成９年２月 同社アプリケーション開発ディレク

ター

平成10年10月 同社アプリケーション開発担当バイ

ス プレジデント

平成12年４月 同社インターナショナルシステム担

当 バイス プレジデント

平成14年８月 同社シニア バイス プレジデント

(兼)最高情報システム責任者

平成15年６月 同社エグゼクティブ バイス プレジ

デント(兼)最高情報システム責任者

平成17年12月 当社取締役 (現任)

平成18年４月 ウォルマート・ストアーズInc.

リスクマネジメント、ベネフィット、

サステナビリティ担当エグゼティブ

 バイス プレジデント

平成20年１月 同社リスクマネジメント、ベネ

フィット担当エグゼティブ バイス 

プレジデント(現任)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株
式数

(千株)

取締役 ―
ワン・リン・マー

テロ
昭和33年４月25日生

昭和57年７月 ホリデー・インInc.入社

 １年 －

昭和59年10月 ミルウォーキー・ロードInc.入社

昭和60年10月 クラフト・フーズInc.入社

平成７年６月 同社財務ディレクター

同年　７月 ボーデン・フーズ・コーポレーショ

ン入社

平成９年６月 同社コーポレートコントローラー

平成10年10月 NCHマーケティング・サービスInc.

入社

平成16年９月 同社(米国)社長

平成17年10月 ウォルマート・ストアーズInc.ウォ

ルマート インターナショナル 最高

財務責任者

同年　12月 当社取締役 (現任)

平成19年１月 ウォルマート・ストアーズInc.

ウォルマート　インターナショナル

シニア バイスプレジデント(兼)最高

財務責任者(兼)ストラテジー(現任)

取締役 －
ローリン・リー・

フォード
昭和37年６月22日生

昭和59年７月 ウォルマート・ストアーズInc.入社

 １年 －

同年　11月 同社物流センター　エリアマネ

ジャー

平成４年８月 同社物流センター　オペレーション

担当ダイレクター

平成８年２月 同社グロサリー物流センター担当 　

バイス プレジデント

平成12年７月 同社ロジスティクス・運送・サプラ

イチェーン担当 シニア バイス プ

レジデント

平成15年２月 同社ロジスティクス・運送・サプラ

イチェーン担当 エグゼクティブ バ

イス プレジデント

平成18年３月 当社取締役 (現任)

同年　４月 ウォルマート・ストアーズInc.

エグゼクティブ バイス プレジデン

ト(兼)最高情報システム責任者(現任

)

      計  －

(注)　１　当社は委員会設置会社であります。

２　マイケル・テリー・デューク、リンダ・マリー・ディルマン、ワン・リン・マーテロ、ローリン・リー・

フォードの各氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

３　取締役の任期は、その選任後１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の

時までであります。
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(2) 執行役の状況

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株
式数

(千株)

代表執行役

(取締役)
最高経営責任者

エドワード・

ジェームズ・カレ

ジェッスキー

(1)取締役の状況参照 同左  １年  －

執行役

 エグゼクティブ　

バイス

プレジデント

 最高執行責任者

 野田　亨 昭和35年9月16日生

 昭和59年４月  三菱商事株式会社入社

 １年 －

平成15年７月 べルリッツインターナショナル

Inc．会長、社長兼最高経営責任

者

平成19年７月 当社執行役 (現任)

執行役

エグゼクティブ　

バイス

プレジデント

最高管理責任者

 「情報システム

本部」担当

サミュエル・クラ

ンデル・ダン
昭和33年７月６日生

昭和62年４月 ウォルマート・ストアーズ.Inc

入社

 １年 －平成14年６月 サムズ・クラブ　シニア　バイス

　プレジデント　財務担当

平成19年６月 当社執行役 (現任)

執行役

エグゼクティブ　

バイス

プレジデント

「人財／コミュ

ニケーション」

担当

青木　岳彦 昭和33年４月５日生

昭和56年４月 ブリヂストン入社

 １年 －

平成16年２月 ボーダフォン株式会社常務

執行役

平成18年７月 当社バイス プレジデント

　同年　８月 当社執行役 (現任)

執行役

シニア　バイス　

プレジデント

最高財務責任者

「経営管理本部」

担当 

田村　真由美 昭和35年５月22日生

昭和58年３月 ソニー株式会社入社

 １年 －
平成16年12月 アディダスジャパン株式会社　

最高財務責任者

平成19年６月 当社執行役 (現任)

執行役

シニア　バイス

プレジデント

「店舗運営本部」

担当

 川野　泉 昭和25年12月13日生

 昭和44年３月 当社入社

 １年 －
 平成19年２月 当社シニア バイス プレジデン

ト 

 同年　３月 当社執行役（現任）

執行役

シニア　バイス

プレジデント

株式会社若菜

代表取締役社長

 村口　雅英 昭和24年３月15日生

 昭和47年３月 当社入社

 １年 －
 平成15年３月 株式会社若菜 代表取締役社長

（現任）

 平成19年３月  当社執行役（現任）

執行役

シニア　バイス

プレジデント

「ディベロップメ

ントセンター本

部」担当

ピーター・ジョン

・シャープ 
昭和42年１月４日生

平成９年２月 ウォルマート・ストアーズInc.

入社

 １年 －平成18年２月 当社シニア バイス プレジデン

ト  

平成19年３月 当社執行役 (現任)

執行役

シニア　バイス

プレジデント

「商品本部」担当

リー・ジョン

・タッペンデン
昭和45年５月10日生

平成13年７月 ウォルマート・ストアーズInc.

入社

 １年 －平成18年２月 当社シニア バイス プレジデン

ト  

平成19年３月 当社執行役 (現任)

執行役

シニア　バイス　

プレジデント

「サプライチェー

ン・マネジメント

本部」担当 

綿谷　洋 昭和33年６月４日生

昭和57年４月 株式会社日立製作所入社

 １年 －

平成18年１月 アスクル株式会社　執行役員　サ

プライチェーンマネジメント担

当

平成20年３月 当社執行役 (現任)

執行役

シニア　バイス　

プレジデント

「企業コミュニ

ケーション部」

担当

金山　亮 昭和39年６月７日生

昭和63年４月 住友化学工業株式会社入社

 １年 －

平成17年１月 フライシュマンヒラード　シニ

ア　バイス　プレジデント　兼

パートナー

平成19年６月 当社執行役 (現任)

      計  －

（注）  　執行役の任期は、その選任後１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結後最

初に招集される取締役会の終結の時までであります。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

　(１)コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

①基本信条

 　　当社の事業経営は、次の３つの基本信条に基づきます。当社におけるいかなる決定も、これらの原則に照らして判

断されます。

■　すべての人を尊重する

■　お客様のために尽くす

■　常に最高をめざす

②コンプライアンス

　当社グループで働くすべての従業員は、各社の事業経営に適用される全ての法律及び規制に従って事業活動を行

うとともに、企業倫理及び各社のルールを遵守しなければならない。当社の従業員は、「コンプライアンスガイ

ド」に従わなければならず、また、適宜子会社の「倫理規定」にも従わなければならない。

③ノーマライゼーション

　当社グループで働くすべての従業員は、ノーマライゼーションの理念に基づき、障害者が普通に社会参加できる

ように、取り組まなければならない。

④ＣＳＲ方針

　当社グループで働くすべての従業員は、持続可能な社会の実現に貢献するために、関連する法的・倫理的要求事

項、ならびに自主的に定める基準を守り、責任ある小売業者として行動しなければならない。　　

⑤納入業者基準

　当社は、納入業者に対して所定の事業経営基準に従うよう要請する(例えば、守秘義務、児童就労の不使用、適正な

品質表示・価格表示、贈答・謝礼の禁止等)。子会社は、納入業者に対し同じ基準に従うよう要請しなくてはならな

い。

⑥株主との関係

　当社は、株主に対し、会社の事業に関して適切な情報開示をするとともに、株主との関係を良好に保たなければな

らない。

⑦企業方針の変更

　当社の企業方針は、適法な範囲で全ての子会社に適用される。各社がかかる方針の放棄又は変更を提案する場合

には、経営委員会における協議を経た上、その承認を得なければならない。

　(２)コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況

①会社の機関の内容

　当社は第48期定時株主総会(平成15年５月29日)の決議に基づき「委員会設置会社」へ移行し、指名委員会、監査委

員会、報酬委員会を設置しています。当社の取締役、執行役及び各委員会の人員体制(平成19年12月31日現在)及び

2007年度の取締役会と各委員会の開催状況は、以下のとおりです。

取締役　　　　　　　　　10名(内社外取締役８名)　　11回開催

指名委員会　指名委員　　３名(内社外取締役３名)　　４回開催

監査委員会　監査委員　　３名(内社外取締役３名)　　６回開催

報酬委員会　報酬委員　　３名(内社外取締役３名)　　５回開催

執行役　　　　　　　　　13名(内代表執行役１名及び執行役１名は取締役兼任)
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②内部統制システムの整備の状況

■企業統治と内部統制

　当社は、委員会設置会社へ移行したことにより、経営の監督機能としての「取締役」と業務執行機能としての

「執行役」が分離されました。また、社外取締役で構成される指名委員会、監査委員会、報酬委員会の各委員会が取

締役会と密接な連携を取ることにより、取締役会の監督機能はさらに強化され企業統治の透明性が向上しました。

併せて業務執行組織を11のファンクション(部門)に簡素化したことにより、経営の透明性・客観性および経営の意

思決定の迅速化を図ることができ、企業統治の実効性を高めています。

　2006年５月の会社法施行に際し、経営の機動性・効率化をより一層進めるために、執行役により構成される

「経営委員会」を設置し、取締役会の決議事項の一部を委譲いたしました。

■監査委員会

　監査委員会の専従スタッフは設置していませんが、内部監査部が監査委員の求めまたは指示により適宜、監査委

員会の職務遂行を補助しています。

内部監査の部門長は、執行役でない使用人としています。執行役からの独立性を確保するため当該部門長の任命・

解任・異動・報酬については、監査委員会が決定するものとしています。また、取締役、執行役および使用人は、内

部監査部が内部監査を行うに際し、一切不当な制約をしてはならないとしています。

　さらに監査委員会が経営委員会への出席を求めた場合には、経営委員会は正当な理由なくしてその出席を拒むこ

とができないとしております。

■コンプライアンス

　当社は、コンプライアンス委員会を中心に「コンプライアンス経営」の確立に取り組んでいます。その活動の内

容としては、コンプライアンスガイドおよびビデオを作成しグループ会社を含めたコンプライアンスに関する社

員教育を実施、また、社員からの法令等の遵守に関する内部報告制度である「コンプライアンス・ホットライン」

を設置しています。コンプライアンス委員会は、「安全衛生管理委員会」「公正取引運営委員会」「表示適正委員

会」から、定期的に活動報告を受けるとともに、コンプライアンスに関する事項につき、適時、監査委員会に報告し

ています。

■ＣＳＲ

　当社は、1997年に「ＩＳＯ14001(環境に対する国際規格)」の認証を得てから、環境活動に対して積極的に取り組

んできましたが、2004年度には、ＣＳＲ(企業の社会的責任)の観点から新たに「ＣＳＲ委員会」を設置しました。

　2005年度には「西友ＣＳＲ方針」を策定し、西友グループ約６万人の従業員に対してＣＳＲ教育を実施いたしま

した。西友ＣＳＲ方針は、これまで個々に策定していた環境方針やコンプライアンスガイドの方針などを包括的に

まとめ、小売業に関連深い「商品」、「従業員」、「環境」、「コミュニティ」の４つの分野における一企業として

果たすべき責任と役割を明記しました。

③監査委員会及び内部監査部門の状況

　当社の監査委員会は社外取締役３名で構成(平成19年12月31日現在)されており、監査委員会が定めた監査の方針

に従い重要な会議への出席、会社の内部統制部門と連携の上、取締役及び執行役からの報告の徴収、重要な決裁書

類等の閲覧、業務及び財産の状況の調査、必要に応じ子会社からも報告を求める等、監査を行っています。また、会

計監査人からは、期初に監査計画の説明を受け、期中及び期末に監査の手続及び結果について報告を受け、それら

の妥当性を監査しています。

　当社の内部監査は、業務執行部門から独立した内部監査部(22名)が担当しています。内部監査部は監査委員会で承

認された監査計画に基づき、店舗監査(担当４名)、在庫監査(担当11名)、財務監査(担当３名)、業務監査(担当３名)を

行い、その結果を監査委員会に報告しています。
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④会計監査の状況

　当社は、新日本監査法人との間で監査契約を締結し、会計監査を受けています。当年度の会計監査業務を執行した

公認会計士の氏名及び会計監査業務に係る補助者の構成は以下のとおりです。

　指定社員　業務執行社員　太田恵子、矢崎弘直

　※連続して監査を行った年数については、７年以内のため記載を省略しています。

　会計監査業務に係る補助者の構成

　公認会計士３名、会計士補７名、その他８名

⑤会社と会社の社外取締役の人的関係、資本関係、又は取引関係その他の利害関係の概要

　社外取締役原田永幸(2008年３月18日付退任)は、日本マクドナルドホールディングス株式会社の代表取締役会長

(兼)社長(兼)最高経営責任者であり、当社グループと同社との間には出店契約に基づく取引があります。当該取引

は、当社グループと関係を有しない他の取引先と同様の条件になっており、社外取締役個人が直接利害関係を有す

るものではありません。

　

(３)リスク管理体制の整備の状況

　当社では、企業品質部が、店舗における安全衛生の確保、品質管理、事故防止などのリスク管理や棚不足削減など

ロス防止対策を担当しています。そして内部監査部がリスク管理などに資するため、内部監査規程に基づき内部監

査を担当しています。また各部門長は、定期的に監査委員会に活動報告をしています。

(４)役員報酬の内容

 平成19年１月１日から平成19年12月31日まで　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：百万円)

区　　分 
取　締　役 執　行　役 計 摘　　要

支給人員 支給額 支給人員 支給額 支給人員 支給額
期末日現在で取締

役と執行役を兼務

する者が２名おり

ます。

報酬委員会決議に

基づく報酬

名

5

百万円

36

名

14

百万円

500

名

19

百万円

536

報酬委員会決議に

基づく退職慰労金 2 12 4 71 6 84

計  49  571  620  

(注)　１．期末現在の人数は、取締役10名、執行役13名であります。

　　２．取締役と執行役の兼任者の報酬は、執行役の欄に総額を記入しています。

　　３．上記報酬委員会決議に基づく報酬のうち、社外取締役に対するものは、報酬36百万円であります。

(５)監査報酬の内容

　当社及び連結子会社が新日本監査法人に支払うべき報酬額等の額は、公認会計士法第２条第１項に規定する業務

に基づく報酬153百万円であります。

(６)責任限定契約の内容の概要

　当社は、社外取締役の間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する

契約を締結しています。当該契約に基づく損害賠償の責任の限度額は、１百万円または法令が定める額のいずれか

高い額としています。

　なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役が直接の原因となった職務の遂行について善意かつ重大

な過失がないときに限られます。

(７)取締役の定数

　当社の取締役は、15名以内とする旨定款に定めています。

(８)取締役の選任決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席した株主総会において、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めています。
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(９)剰余金の配当等の決定機関

　当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に別段の定めのある場合を除き、

株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨定款に定めています。これは剰余金の配当等を取締役会

の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。

(10)株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の

議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めています。こ

れは、株主総会における特別決議の定足数を緩和するとことにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とす

るものであります。
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第５【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以下

「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しています。

　なお、前連結会計年度(平成18年１月１日から平成18年12月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、当連

結会計年度(平成19年１月１日から平成19年12月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成していま

す。

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。)に基づいて作成しています。

　なお、前事業年度(平成18年１月１日から平成18年12月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年度

(平成19年１月１日から平成19年12月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しています。

２　監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成18年１月１日から平成18年12月31日まで)の連

結財務諸表及び前事業年度(平成18年１月１日から平成18年12月31日まで)の財務諸表について、並びに、金融商品取引

法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度(平成19年１月１日から平成19年12月31日まで)の連結財務諸表

及び当事業年度(平成19年１月１日から平成19年12月31日まで)の財務諸表について、新日本監査法人の監査を受けて

います。

１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  
前連結会計年度

(平成18年12月31日)
当連結会計年度

(平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比

(％) 金額（百万円）
構成比

(％)

(資産の部)        

Ⅰ　流動資産        

１　現金及び預金 ※４  73,320   55,063  

２　受取手形及び売掛金   18,432   29,194  

３　たな卸資産   51,664   52,916  

４　繰延税金資産   325   335  

５　その他   21,698   19,093  

６　貸倒引当金   △48   △33  

流動資産合計   165,392 30.2  156,570 30.3

Ⅱ　固定資産        

(1) 有形固定資産 ※１       

１　建物及び構築物 ※４  117,491   116,986  

２　土地
※３
※４

 116,479   112,883  

３　その他   10,791   10,013  

有形固定資産合計   244,763 44.7  239,883 46.4

(2) 無形固定資産        

１　連結調整勘定   668   －  

２　のれん   －   371  

３　その他   6,446   5,673  
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前連結会計年度

(平成18年12月31日)
当連結会計年度

(平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比

(％) 金額（百万円）
構成比

(％)

無形固定資産合計   7,115 1.3  6,045 1.1

(3) 投資その他の資産        

１　投資有価証券
※２
※４

 11,519   8,107  

２　長期貸付金 ※４  44,674   36,624  

３　敷金・保証金 ※４  67,961   66,789  

４　繰延税金資産   823   622  

５　その他   10,735   7,633  

６　貸倒引当金   △5,063   △4,782  

投資その他の資産合計   130,651 23.8  114,995 22.2

固定資産合計   382,529 69.8  360,923 69.7

資産合計   547,922 100.0  517,494 100.0
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前連結会計年度

(平成18年12月31日)
当連結会計年度

(平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比

(％) 金額（百万円）
構成比

(％)

(負債の部)        

Ⅰ　流動負債        

１　支払手形及び買掛金   102,208   103,126  

２　短期借入金 ※４  32,700   243,010  

３　一年内償還予定社債   2,000   1,600  

４　コマーシャル・
ペーパー

  41,400   34,300  

５　未払法人税等   1,677   1,400  

６　賞与引当金   486   568  

７　その他   28,188   28,919  

流動負債合計   208,661 38.1  412,925 79.8

Ⅱ　固定負債        

１　社債   1,600   －  

２　長期借入金 ※４  237,505   30,601  

３　繰延税金負債   789   2,721  

４　再評価に係る
  繰延税金負債

※３  3,327   2,586  

５　退職給付引当金   14,490   13,311  

６　役員退職慰労引当金   125   32  

７　その他 ※４  27,730   23,151  

固定負債合計   285,568 52.1  72,405 14.0

負債合計   494,230 90.2  485,331 93.8
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前連結会計年度

(平成18年12月31日)
当連結会計年度

(平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比

(％) 金額（百万円）
構成比

(％)

（純資産の部）        

Ⅰ　株主資本        

１　資本金   129,895 23.7  64,543 12.5

２　資本剰余金   77,706 14.1  1,473 0.3

３　利益剰余金   △151,930 △27.7  △30,422 △5.9

４　自己株式   △170 △0.0  △259 △0.1

　　株主資本合計   55,501 10.1  35,335 6.8

Ⅱ　評価・換算差額等        

１　その他有価証券評価差
額金

  452 0.1  △181 △0.0

２　繰延ヘッジ損益   △172 △0.0  △96 △0.0

３　土地再評価差額金 ※３  △2,118 △0.4  △2,966 △0.6

　　評価・換算差額等合計   △1,838 △0.3  △3,243 △0.6

Ⅲ　新株予約権   1 0.0  42 0.0

Ⅳ　少数株主持分   27 0.0  28 0.0

純資産合計   53,691 9.8  32,162 6.2

負債純資産合計   547,922 100.0  517,494 100.0
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②【連結損益計算書】

  
前連結会計年度

(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比

(％) 金額（百万円）
百分比

(％)

Ⅰ　売上高   960,861 100.0  952,301 100.0

Ⅱ　売上原価   720,260 75.0  717,140 75.3

売上総利益   240,600 25.0  235,161 24.7

Ⅲ　営業収入   35,269 3.7  35,023 3.7

営業総利益   275,870 28.7  270,185 28.4

Ⅳ　販売費及び一般管理費        

１　従業員給料・賞与  92,639   92,300   

２　賞与引当金繰入額  812   517   

３　退職給付費用  3,698   3,474   

４　役員退職慰労引当金
繰入額

 24   5   

５　借地借家料  48,900   47,756   

６　連結調整勘定償却額  338   －   

７　のれん償却額  －   296   

８　その他  126,235 272,648 28.4 125,398 269,750 28.3

営業利益   3,222 0.3  434 0.1

Ⅴ　営業外収益        

１　受取利息  638   624   

２　受取配当金  89   76   

３　持分法による投資利益  17   3   

４　雑収入  1,143 1,888 0.1 622 1,326 0.1

Ⅵ　営業外費用        

１　支払利息  7,100   7,153   

２　コマーシャル・
ペーパー利息

 201   468   

３　雑損失  423 7,725 0.8 618 8,241 0.9

  経常損失   2,614 △0.3  6,479 △0.7
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前連結会計年度

(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比

(％) 金額（百万円）
百分比

(％)

Ⅶ　特別利益        

１　固定資産売却益 ※１ 2   138   

２　投資有価証券売却益  49   670   

３　借入債務消却益  1,100   －   

４　店舗移転補償金  －   132   

５　預託金返還益  －   368   

６　その他  198 1,351 0.1 152 1,461 0.2

Ⅷ　特別損失        

１　固定資産売却損 ※２ 61   －   

２　固定資産除却損 ※３ 814   433   

３  投資有価証券売却損  －   393   

４　貸倒引当金繰入額  514   －   

５　特別退職金  －   3,910   

６　減損損失 ※４ 49,289   7,089   

７　その他  2,967 53,647 5.6 1,200 13,026 1.4

税金等調整前当期
純損失

  54,911 △5.7  18,044 △1.9

法人税、住民税
及び事業税

 1,650   1,269   

法人税等調整額  △769 880 0.1 1,616 2,885 0.3

少数株主利益   0 0.0  1 0.0

当期純損失   55,792 △5.8  20,931 △2.2
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成17年12月31日 残高       （百万円） 129,895 77,531 △95,031 △248 112,147

連結会計年度中の変動額      

利益処分による役員賞与   △2  △2

当期純利益（△損失）   △55,792  △55,792

土地再評価差額金取崩額   △1,104  △1,104

自己株式の取得    △15 △15

自己株式の処分  175  93 268

株主資本以外の項目の連結会計年度中の

変動額（純額）
     

連結会計年度中の変動額合計  （百万円） － 175 △56,898 77 △56,645

平成18年12月31日 残高       （百万円） 129,895 77,706 △151,930 △170 55,501

 

評価・換算差額等

新株予約

権

少数株主

持分

純資産合

計
その他有

価証券評

価差額金

繰延ヘッ

ジ損益

土地再評

価差額金

為替換算

調整勘定

評価・換

算差額等

合計

平成17年12月31日 残高       （百万円） 890 － △3,223 △374 △2,707 － 27 109,467

連結会計年度中の変動額         

利益処分による役員賞与        △2

当期純利益（△損失）        △55,792

土地再評価差額金取崩額        △1,104

自己株式の取得        △15

自己株式の処分        268

株主資本以外の項目の連結会計年度中の

変動額（純額）
△438 △172 1,104 374 868 1 0 870

連結会計年度中の変動額合計  （百万円） △438 △172 1,104 374 868 1 0 △55,775

平成18年12月31日 残高       （百万円） 452 △172 △2,118 － △1,838 1 27 53,691

当連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年12月31日 残高       （百万円） 129,895 77,706 △151,930 △170 55,501

連結会計年度中の変動額      

当期純利益（△損失）   △20,931  △20,931

減資(欠損填補)　(注)１ △65,355  65,355  －

資本剰余金の取崩(欠損填補)　(注)２  △76,236 76,236  －

土地再評価差額金取崩額   847  847

新株の発行 3 3   7

自己株式の取得    △89 △89

株主資本以外の項目の連結会計年度中の

変動額（純額）
     

連結会計年度中の変動額合計  （百万円） △65,351 △76,233 121,507 △89 △20,166

平成19年12月31日 残高       （百万円） 64,543 1,473 △30,422 △259 35,335
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評価・換算差額等

新株予約権
少数株主

持分
純資産合計その他有価

証券評価差

額金

繰延ヘッジ

損益

土地再評価

差額金

評価・換算

差額等合計

平成18年12月31日 残高       （百万円） 452 △172 △2,118 △1,838 1 27 53,691

連結会計年度中の変動額        

当期純利益（△損失）       △20,931

減資(欠損填補)　(注)１       －

資本剰余金の取崩(欠損填補)　(注)２       －

土地再評価差額金取崩額       847

新株の発行       7

自己株式の取得       △89

株主資本以外の項目の連結会計年度中の

変動額（純額）
△633 76 △847 △1,404 40 1 △1,362

連結会計年度中の変動額合計  （百万円） △633 76 △847 △1,404 40 1 △21,529

平成19年12月31日 残高       （百万円） △181 △96 △2,966 △3,243 42 28 32,162

 (注)１　平成19年３月28日開催の定時株主総会決議によるものです。

 　　２　平成19年２月16日開催の取締役会決議によるものです。

EDINET提出書類

株式会社西友(E03062)

有価証券報告書

 57/121



④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  
前連結会計年度

(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額 (百万円) 金額 (百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純損失  △54,911 △18,044

減価償却費  15,712 15,889

減損損失  49,289 7,089

連結調整勘定償却額  338 －

のれん償却額  － 296

貸倒引当金の増減額  471 △296

退職給付引当金の増減額  △865 △1,271

賞与引当金の増減額  70 82

受取利息及び受取配当金  △728 △700

支払利息及びコマーシャル・
ペーパー利息

 7,302 7,622

持分法による投資損益  △17 △3

投資有価証券売却益  △49 △670

投資有価証券売却損  11 393

投資有価証券評価損  3 －

固定資産の除売却損益  479 303

売上債権の増減額  7,920 △10,761

たな卸資産の増減額  △1,038 △1,244

仕入債務の増減額  △3,306 917

その他  6,076 2,963

小計  26,757 2,565

利息及び配当金の受取額  724 819

利息の支払額  △7,274 △7,972

法人税等の支払額  △2,609 △1,432

営業活動によるキャッシュ・フロー  17,597 △6,019

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の増減額  3,599 △750

有形固定資産の取得による支出  △14,564 △12,826

有形固定資産の売却による収入  1,931 1,291

投資有価証券の取得による支出  △84 －

投資有価証券の売却による収入  354 2,823

長期貸付金の回収による収入  1,739 5,013

短期貸付金の増減額  10 8

敷金・保証金の支出  △139 △281

敷金・保証金の回収による収入  1,385 1,080

預り協力保証金の返還による支出  △1,272 △2,660

預り協力保証金による収入  467 211

その他  △8,267 △3,772

投資活動によるキャッシュ・フロー  △14,840 △9,861
 

EDINET提出書類

株式会社西友(E03062)

有価証券報告書

 58/121



  
前連結会計年度

(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額 (百万円) 金額 (百万円)

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の増減額  △9,490 4,200

長期借入による収入  82,969 18,206

長期借入金の返済による支出  △112,568 △26,099

社債の発行による収入  1,580 －

社債の償還による支出  △4,000 △2,000

自己株式の売却による収入  268 －

その他  △15 △81

財務活動によるキャッシュ・フロー  △41,255 △5,774

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額  1 －

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額  △38,496 △21,656

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高  109,433 70,937

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高  ※１ 70,937 49,280
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

１　連結の範囲に関する事項 すべての子会社を連結しています。

連結子会社　17社

主要な連結子会社名は「第１　企業の

概況　４　関係会社の状況」に記載し

ているため、省略しています。

SEIYU HOLDINGS PTE LTD は会社

清算のため当連結会計年度において

連結範囲から除外しました。

すべての子会社を連結しています。

連結子会社　16社

主要な連結子会社名は「第１　企業の

概況　４　関係会社の状況」に記載し

ているため、省略しています。

㈱浜松クリエイションは㈱エスシー

シーと合併したため当連結会計年度

において連結範囲から除外しました。

２　持分法の適用に関する事

項

(1) 持分法を適用した関連会社

関連会社　１社

主要な会社名

国分システムギフト㈱

(1) 持分法を適用した関連会社

同左

 

 

 (2) 持分法を適用しない関連会社の名称

関連会社

㈱サンシャイントーク

(2) 持分法を適用しない関連会社の名称

該当はありません。

㈱サンシャイントークは当連結会

計年度において清算したため関連

会社には該当しなくなりました。

 (3) 持分法を適用しない理由

持分法を適用しない関連会社は、連結

純損益及び連結利益剰余金等に及ぼ

す影響が軽微であり、重要性がないた

め、持分法の適用から除外しました。

 

 

 

３　会計処理基準に関する事

項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券

 その他有価証券

・時価のあるもの

連結決算日の市場価格等に基づ

く時価法

（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）

その他有価証券

・時価のあるもの

同左

 

 ・時価のないもの

主として移動平均法による原価

法

・時価のないもの 

同左 

 デリバティブ取引

時価法 

デリバティブ取引

同左 

 たな卸資産

商品  

生鮮商品を除く商品は売価還元

法による原価法

なお、一部の連結子会社について

は個別法による原価法等で処理

しています。

たな卸資産

商品  

同左

 

  

生鮮商品は主に最終仕入原価法

による原価法 

 

 

 物流センター在庫は主に移動平

均法による原価法  

 

 貯蔵品

最終仕入原価法による原価法 

貯蔵品 

同左 
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産

主として定率法

ただし、一部の連結子会社について

は定額法で処理しています。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産

同左

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

です。

建物及び構築物　　　６～50年

その他　　　　　　　３～20年

 

  

 

 

(会計方針の変更)

法人税法の改正に伴い、当連結会計年

度より、平成19年４月１日以降に取得

した有形固定資産については、改正後

の法人税法に基づく減価償却の方法

に変更しています。

これにより、営業利益は129百万円減

少し、経常損失及び税金等調整前当期

純損失は、それぞれ129百万円増加し

ています。

 無形固定資産

定額法

なお、無形固定資産の「その他」に

含めて計上している自社利用のソ

フトウェアについては、社内におけ

る利用可能期間(５年)に基づく定

額法によっています。

無形固定資産

同左

 (3) 繰延資産の処理方法 (3)          ──────
 社債発行費

支出時に全額費用として処理して

います。

 

 

 (4) 重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率に基づき、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上し

ています。

(4) 重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

同左

 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与に充

てるため、支給見込額に基づき計上

しています。 

賞与引当金 

同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当連結会計年度末において発生

していると認められる額を計上し

ています。

数理計算上の差異については、その

発生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(主に10年)に

よる定額法により翌連結会計年度

から費用処理することとしていま

す。

また、過去勤務債務については、そ

の発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(５年)によ

る定額法により発生年度から費用

処理することとしています。

退職給付引当金

同左

 

 

 役員退職慰労引当金

一部の連結子会社については、役員

の退職により支給する退職慰労金

に充てるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しています。

役員退職慰労引当金

同左

 (5) 重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっています。

(5) 重要なリース取引の処理方法

同左

 (6) 重要なヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しています。

なお、為替予約取引について振当処理

の要件を満たしている場合は振当処

理を、金利スワップについては特例処

理の要件を満たしている場合は特例

処理を採用しています。

(6) 重要なヘッジ会計の方法

同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

 ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

為替予約取引並びに金利リスク

を回避するためのスワップ取引

ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

同左

 ヘッジ対象

外貨建営業債務及び借入金の支

払金利

ヘッジ対象

同左

 ヘッジ方針

リスク管理方針に基づき、為替変動

リスク及び金利変動リスクをヘッ

ジすることとしています。

ヘッジ方針

同左

 ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象の相場変動又はキャッ

シュ・フロー変動の累計とヘッジ

手段の相場変動又はキャッシュ・

フロー変動の累計を比較し、その変

動額の比率によって有効性を評価

しています。

ただし、特例処理によっているス

ワップについては、有効性の評価を

省略しています。

ヘッジ有効性評価の方法

同左

 

 (7) 在外子会社等の採用する会計処理基準

在外子会社等の採用する会計処理基

準は、現地において一般に公正妥当と

認められている会計処理基準に従っ

ています。

(7)          ──────

 

 (8) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は

税抜方式によっています。

(8) 消費税等の会計処理

同左

４　連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法によっています。

同左

５　連結調整勘定の償却に関

する事項

連結調整勘定の償却については、発生日以

後５年間で均等償却することとしていま

す。なお、連結調整勘定が僅少な場合には、

発生時の損益として処理しています。

──────

６　のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

────── のれんの償却については、発生日以後５年

間で均等償却することとしています。な

お、のれんが僅少な場合には、発生時の損

益として処理しています。

７　連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における

資金(現金及び現金同等物)は、現金及び預

金(預入期間が３ヶ月を超える定期預金を

除く)並びに取得日から３ヶ月以内に償還

期限の到来する短期投資で、容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動について僅少

なリスクしか負わないものを計上してい

ます。 

同左
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

(固定資産の減損に係る会計基準) ──────

　当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会　平成14年８月９日))及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指

針第６号　平成15年10月31日)を適用しています。

　これにより従来の方法によった場合と比べ、2,886百万円

営業利益は増加し、経常損失は減少しています。税金等調

整前当期純損失は46,402百万円増加しています。

　なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務諸表

規則に基づき当該各資産の金額から直接控除しています。

 

　

　

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準) 

　当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」(企業会計基準第５号　平成17年12月９

日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号　平成17年

12月９日)を適用しています。

　従来の資本の部の合計に相当する金額は、53,835百万円で

あります。

　なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度に

おける連結貸借対照表の純資産の部については、改正後の

連結財務諸表規則により作成しています。

──────

　

　

 

(ストック・オプション等に関する会計基準）

　当連結会計年度より、「ストック・オプション等に関す

る会計基準」(企業会計基準第８号　平成17年12月27日)及

び「ストック・オプション等に関する会計基準の適用指

針」(企業会計基準適用指針第11号　平成18年５月31日)を

適用しています。

　これにより従来の方法によった場合と比べ、営業利益は

１百万円減少し、経常損失及び税金等調整前当期純損失は

それぞれ１百万円増加しています。

──────
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 (表示方法の変更)

前連結会計年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

(連結貸借対照表)

前連結会計年度において区分掲記していた有形固定資

産に対する減価償却累計額は、従来各資産科目の控除

科目を当連結会計年度より各資産の金額から直接控除

し、その控除残高を各資産の金額として表示し当該減

価償却累計額を一括して注記する方法に変更しまし

た。なお当連結会計年度の前連結会計年度同様の方法

によった場合の貸借対照表の表示については以下のと

おりであります。

建物及び構築物(取得価額) 344,474 百万円

減価償却累計額 226,983 〃

計 117,491 〃

その他(取得価額) 34,382 百万円

減価償却累計額 23,590 〃

計 10,791 〃

(注)取得価額は減損損失直接控除後の金額であります。

(連結貸借対照表)

連結財務諸表規則の改正により、前連結会計年度にお

いて「連結調整勘定」と掲記されていたものは、当連

結会計年度から「のれん」として表示しています。

 

(連結損益計算書)

前連結会計年度において区分掲記していた特別損益の

「商品評価損」は特別損益の総額の100分の10以下と

なったため特別損失の「その他」に含めて表示するこ

とにしました。なお当連結会計年度の「商品評価損」

は１百万円であります。

(連結損益計算書)

前連結会計年度において区分掲記していた特別損失の

「固定資産売却損」「貸倒引当金繰入額」は特別損失

の総額の100分の10以下となっているため特別損失の

「その他」に含めて表示することにしました。なお当

連結会計年度の「固定資産売却損」は９百万円、「貸

倒引当金繰入額」は34百万円であります。

連結財務諸表規則の改正により、前連結会計年度にお

いて「連結調整勘定償却額」として掲記されていたも

のは、当連結会計年度から「のれん償却額」として表

示しています。

────── (連結キャッシュ・フロー計算書) 

連結財務諸表規則の改正により、前連結会計年度にお

いて「連結調整勘定償却額」として掲記されていたも

のは、当連結会計年度から「のれん償却額」として表

示しています。
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注記事項

 (連結貸借対照表関係)

前連結会計年度
(平成18年12月31日)

当連結会計年度
(平成19年12月31日)

※１　有形固定資産減価償却累計額

 250,573百万円

※１　有形固定資産減価償却累計額

257,337百万円

※２　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のと

おりであります。

※２　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のと

おりであります。

投資有価証券 (株式)  58百万円 投資有価証券 (株式) 55百万円

※３　当社は土地の再評価に関する法律(平成10年３月31

日公布法律第34号)及び土地の再評価に関する法律

の一部を改正する法律(平成11年３月31日公布法律

第24号)に基づき、事業用土地の再評価を行い、評価

差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金

負債」として負債の部に計上し、それを控除した金

額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計

上しています。

・再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月

31日公布政令第119号)第２条第４号及び第５号

の定めに従い、土地の評価額を合理的に算出して

います。

※３　当社は土地の再評価に関する法律(平成10年３月31

日公布法律第34号)及び土地の再評価に関する法律

の一部を改正する法律(平成11年３月31日公布法律

第24号)に基づき、事業用土地の再評価を行い、評価

差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金

負債」として負債の部に計上し、それを控除した金

額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計

上しています。

・再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月

31日公布政令第119号)第２条第４号及び第５号

の定めに従い、土地の評価額を合理的に算出して

います。

・再評価を行った年月日 平成13年２月28日

・再評価を行った土地の期末

における時価と再評価後の

帳簿価額との差額

△12,123百万円

・再評価を行った年月日 平成13年２月28日

・再評価を行った土地の期末

における時価と再評価後の

帳簿価額との差額

△10,252百万円

※４　担保に供している資産 ※４　担保に供している資産

資産の種類 金額 (百万円)

現金及び預金 533

建物及び構築物 43,845

土地 79,416

投資有価証券 807

長期貸付金 210

敷金・保証金 60

合計 124,872

資産の種類 金額 (百万円)

現金及び預金 533

建物及び構築物 38,264

土地 75,237

投資有価証券 602

長期貸付金 190

敷金・保証金 60

合計 114,887

上記物件は、短期借入金3,987百万円、長期借入

111,056百万円、固定負債の「その他」3,409百万円 

及び輸入信用状の開設限度額30百万円に対する担

保に供しています。

上記物件は、短期借入金87,421百万円、長期借入

22,702百万円、固定負債の「その他」3,169百万円 

及び輸入信用状の開設限度額30百万円に対する担

保に供しています。
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前連結会計年度
(平成18年12月31日)

当連結会計年度
(平成19年12月31日)

５　偶発債務

(1) 債務保証

５　偶発債務

(1) 債務保証

土地買取契約に対する保証額 4,875百万円

久留米南ショッピングセンター

(協)の福岡県中小企業高度化資

金借入に対する保証額

　518　〃

従業員の住宅ローン等の借入金

に対する保証額
146　〃

計 5,540　〃

土地買取契約に対する保証額  4,875百万円

久留米南ショッピングセンター

(協)の福岡県中小企業高度化資

金借入に対する保証額

471　〃

従業員の住宅ローン等の借入金

に対する保証額
107　〃

計 5,453　〃

(2) 保証予約 (2) 保証予約

(協)宇土市ショッピングセン

ターの銀行借入金に対する保証

予約額

133百万円

計 133　〃

(協)宇土市ショッピングセン

ターの銀行借入金に対する保証

予約額

121百万円

計 121　〃

 (連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

※１　この内訳は次のとおりであります。　　　　

 建物及び構築物 2 百万円 
   

※１　この内訳は次のとおりであります。　　　　

 工具器具備品 137 百万円 

 その他 0 〃 

　 計 138 〃 

   

※２　この内訳は次のとおりであります。

 土地 61 百万円 
   

※２　　　　　　　　──────

※３　この内訳は次のとおりであります。

 建物及び構築物 138 百万円

 閉鎖店舗等除却費用 423   〃 

 その他 252 　〃 

   計 814   〃 

※３　この内訳は次のとおりであります。

 建物及び構築物 163 百万円

 閉鎖店舗等除却費用 168   〃 

 その他 100 　〃 

   計 433   〃 
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前連結会計年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

※４  減損損失             

　当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小

単位として、店舗を基本単位として資産のグルーピン

グをしています。営業活動から生ずる損益が継続して

マイナスである資産グループ及び閉鎖店舗等の遊休資

産等について、帳簿価額を回収可能価額まで減額して、

当該減少額を減損損失として特別損失に計上していま

す。

　なお、当資産グループの回収可能価額は、正味売却価

額または使用価値により測定しています。正味売却価

額は、土地については、路線価及び不動産鑑定評価等を

基に算出した金額によっています。その他の固定資産

については合理的な見積もりによっています。また、使

用価値は将来キャッシュ・フローを４％で割引いて算

出しています。

※４  減損損失             

　同左

(１)減損を認識した資産グループの概要

 (単位　百万円)

用途 種類 地域 物件数 金額

店舗

土地及

び建物

等

北海道 

東北
17 7,971

関東 31 7,619

中部

 東海
30 5,715

関西 13 9,422

九州 21 2,717

遊休資産

等

土地及

び建物

等 

関東他 58 15,842

合計 170 49,289

(１)減損を認識した資産グループの概要

 (単位　百万円)

用途 種類 地域 物件数 金額

店舗

土地及

び建物

等

北海道 

東北
2 1,164

関東 17 3,591

中部

 東海
9 1,796

九州 1 27

遊休資産

等

土地及

び建物

等 

関東他 3 510

合計 32 7,089

(２)固定資産の種類ごとの当該金額の内訳

(単位　百万円)

固定資産の種類 金額

建物及び構築物 27,654

土地 16,198

その他有形固定資産 2,494

無形固定資産 995

投資その他の資産 714

リース資産 1,233

合計 49,289

(２)固定資産の種類ごとの当該金額の内訳

(単位　百万円)

固定資産の種類 金額

建物及び構築物 3,578

土地 2,887

その他有形固定資産 267

無形固定資産 114

投資その他の資産 38

リース資産 100

原状回復費用等 103

合計 7,089
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 (連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度（自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日）

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 889,486,797 － － 889,486,797

Ａ種優先株式数 8,000,000 － － 8,000,000

Ｂ種優先株式数 12,000,000 － － 12,000,000

Ｃ種優先株式数 12,000,000 － － 12,000,000

Ｄ種優先株式数 48,000,000 － － 48,000,000

合計 969,486,797 － － 969,486,797

自己株式     

普通株式 1,752,784 62,264 1,285,300 529,748

合計 1,752,784 62,264 1,285,300 529,748

 (注)普通株式の自己株式数の増加62,264株は単元未満株式の買取による増加であります。

 　　自己株式数の減少1,285,300株は売却による減少であります。

２　新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当連結会計
年度末残高
（百万円）

前連結会計
年度末

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社

（親会社）

第３回新株予約権 普通株式 538,687,636 － － 538,687,636 －

ストック・オプション

としての新株予約権
－ － － － － 1

合計 － 538,687,636 － － 538,687,636 1

 (注)上記ストック・オプションとしての新株予約権の目的となる株式の種類及び株式の数については、(ストック・オプ

ション等関係)に記載しております。

当連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 (注)１ 889,486,797 227,969,090 － 1,117,455,887

Ａ種優先株式数 8,000,000 － － 8,000,000

Ｂ種優先株式数 12,000,000 － － 12,000,000

Ｃ種優先株式数 12,000,000 － － 12,000,000

Ｄ種優先株式数 48,000,000 － － 48,000,000

合計 969,486,797 227,969,090 － 1,197,455,887

自己株式     

普通株式　(注)２ 529,748 644,360 － 1,174,108

Ａ種優先株式数　(注)３ － 8,000,000 － 8,000,000

Ｂ種優先株式数  (注)３ － 12,000,000 － 12,000,000
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株式の種類
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

Ｃ種優先株式数  (注)３ － 12,000,000 － 12,000,000

合計 529,748 32,644,360 － 33,174,108

 (注)１  普通株式の増加227,969,090株は、Ａ種優先株式8,000,000株、Ｂ種優先株式12,000,000株、

Ｃ種優先株式12,000,000株を普通株式に転換(優先株式を取得し、引換えに普通株式を交付）したことにより、そ

れぞれ59,701,492株、78,292,360株、89,552,238株増加したことと、ストック・オプションの行使による423,000株の

増加であります。

  　 ２  普通株式の自己株式数の増加644,360株は単元未満株式の買取による増加であります。

     ３  優先株式の自己株式数の増加32,000,000株は、Ａ種優先株式8,000,000株、Ｂ種優先株式12,000,000株、

 Ｃ種優先株式12,000,000株の上記普通株式への転換に伴う取得請求権の行使による増加であります。

２　新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当連結会計
年度末残高
（百万円）

前連結会計
年度末

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社

（親会社）

第３回新株予約権

 (注)１
普通株式 538,687,636 － 538,687,636 － －

ストック・オプション

としての新株予約権

 (注)２

－ － － － － 42

合計 － 538,687,636 － 538,687,636 － 42

(注)１　第３回新株予約権の当連結会計年度減少は行使期間満了によるものであります。

  　２　上記ストック・オプションとしての新株予約権の目的となる株式の種類及び株式の数については、

        (ストック・オプション等関係)に記載しております。
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 (連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 73,320百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △2,383　〃

現金及び現金同等物 70,937　〃

現金及び預金勘定 55,063百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △5,783　〃

現金及び現金同等物 49,280　〃
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 (リース取引関係)

前連結会計年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

借主側

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

借主側

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額

(百万円)

減価償却

累計額

相当額
(百万円)

減損損失

累計額

相当額
 (百万円)

期末残高
相当額

(百万円)

有形固

定資産

その他

20,598 12,166 1,003 7,428

 
取得価額
相当額

(百万円)

減価償却

累計額

相当額
(百万円)

減損損失

累計額

相当額
 (百万円)

期末残高
相当額

(百万円)

建物及び

構築物
2,050 81 - 1,969

有形固

定資産

その他

19,323 9,549 944 8,829

合計 21,374 9,630 944 10,799

(注) 有形固定資産その他の主なものは、工具器具備品で

あります。

(注) 有形固定資産その他の主なものは、工具器具備品で

あります。

(2) 未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

(2) 未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

　１年内 2,745百万円

　１年超 5,607 〃

　計 8,353 〃

リース資産減損勘定の残高 617百万円

　１年内 2,736百万円

　１年超 8,805 〃

　計 11,542 〃

リース資産減損勘定の残高 427百万円

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

・支払リース料 4,110百万円

・リース資産減損勘定の

　取崩額

418 〃

・減価償却費相当額 3,520 〃

・支払利息相当額 247 〃

・減損損失 1,035 〃

・支払リース料 3,557百万円

・リース資産減損勘定の

　取崩額

352 〃

・減価償却費相当額 2,952 〃

・支払利息相当額 441 〃

・減損損失 90 〃

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっています。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

(5) 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については

利息法によっています。

(5) 利息相当額の算定方法

同左

２　オペレーティング・リース取引

借主側

未経過リース料

２　オペレーティング・リース取引

借主側

未経過リース料

１年内 10,972百万円

１年超 92,442 〃 

  計 103,415 〃 

１年内 10,843百万円

１年超 81,703 〃 

  計 92,546 〃 
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 (有価証券関係)

前連結会計年度 (平成18年12月31日現在)

１　その他有価証券で時価のあるもの

 種類 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上額

（百万円）
差額（百万円）

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

るもの

株式 1,151 2,172 1,020

小計 1,151 2,172 1,020

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

ないもの

株式 5,257 4,997 △260

小計 5,257 4,997 △260

合計 6,408 7,169 760

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券 （自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日)

売却額 (百万円) 売却益の合計額 (百万円)　 売却損の合計額 (百万円)

3 － 11

３　時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額

種類 連結貸借対照表計上額（百万円）

その他有価証券  

非上場株式 3,259

その他 1,032

合計 4,291

子会社株式及び関連会社株式  

関連会社株式 58

当連結会計年度 (平成19年12月31日現在)

１　その他有価証券で時価のあるもの

 種類 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上額

（百万円）
差額（百万円）

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

るもの

株式 702 879 177

小計 702 879 177

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

ないもの

株式 5,257 4,970 △286

小計 5,257 4,970 △286

合計 5,959 5,850 △109

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券 （自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

売却額 (百万円) 売却益の合計額 (百万円)　 売却損の合計額 (百万円)

1,771 670 393

３　時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額

種類 連結貸借対照表計上額（百万円）

その他有価証券  

非上場株式 2,200

子会社株式及び関連会社株式  
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種類 連結貸借対照表計上額（百万円）

関連会社株式 55
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 (デリバティブ取引関係)

１　取引の状況に関する事項

前連結会計年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

(1) 取引の内容及び利用目的

当社及び一部の連結子会社では、資産・負債の総合的

管理の手段として、また、為替相場の変動リスク及び

金融市場の金利変動リスクに対応する手段としてデ

リバティブ取引を利用しています。

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っ

ています。

(1) 取引の内容及び利用目的

同左

 

ヘッジ手段

為替予約取引並びに金利リスクを回避するため

のスワップ取引

 

 

ヘッジ対象

外貨建営業債務及び借入金の支払金利

 

 

ヘッジ方針

リスク管理方針に基づき、為替変動リスク及び金

利変動リスクをヘッジすることとしています。

 

 

ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー

変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッ

シュ・フロー変動の累計を比較し、その変動額の

比率によって有効性を評価しています。

ただし、特例処理によっているスワップについて

は、有効性の評価を省略しています。

 

 

 

(2) 取引に対する取組方針

当社及び一部の連結子会社が行っているデリバティ

ブ取引は外貨建取引等の将来の為替変動のリスクを

回避する目的及び金融資産・負債の金利変動に対す

る安定化を図ることを目的として利用しています。

従って、トレーディング目的や投機目的のためのデリ

バティブ取引については行わない方針であります。

(2) 取引に対する取組方針

同左

(3) 取引に係るリスクの内容

当社及び一部の連結子会社が行っている為替予約取

引には、為替相場の変動によるリスク、金利スワップ

取引には、市場金利の変動によるリスクを有していま

す。なお、デリバティブ取引の契約先は、信用度の高い

国際的な金融機関であるため、相手方の契約不履行と

いった信用リスクはほとんどないと認識しています。

(3) 取引に係るリスクの内容

同左

(4) 取引に係るリスク管理体制

当社及び一部の連結子会社では「取締役会規則」に

基づき、取締役会の承認を得た上で主管部門である財

務部が実行・管理しています。なお、取引の残高状況

等につきましては経理部及び担当役員に報告されて

います。

(4) 取引に係るリスク管理体制

同左
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前連結会計年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

(5) その他

「取引の時価等に関する事項」における契約額又は

想定元本額は、この金額自体がデリバティブ取引に係

る市場リスク量を示すものではありません。

(5) その他

同左

２　取引の時価等に関する事項 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

金利関連 

 (単位　百万円)　　

区分 種類

前連結会計年度 (平成18年12月31日現在) 当連結会計年度 (平成19年12月31日現在)

契約額等
契約額等の
うち１年超

時価 評価損益 契約額等
契約額等の
うち１年超

時価 評価損益

市場取

引以外

の取引

金利スワップ取引

(受取変動・支払固

定)

47,446 20,000 △44 △44 20,000 － △17 △17

合計 47,446 20,000 △44 △44 20,000 － △17 △17

　(注)　１　時価の算定方法

取引金融機関から提示された価格等によっています。

２　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いています。
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 (退職給付関係)

前連結会計年度

１　採用している退職給付制度の概要

　当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度(基金型)、適格退職年金制度及

び退職一時金制度を設けています。なお、一部の国内連結子会社は、確定拠出型年金制度を採用しています。

２　退職給付債務に関する事項 (平成18年12月31日現在)　　　　　　　　　　　　　(単位　　百万円)

①　退職給付債務 △59,649

②　年金資産 34,841

③　小計（①＋②） △24,807

④　未認識数理計算上の差異 12,044

⑤　未認識過去勤務債務 △1,727

⑥　退職給付引当金合計 (③＋④＋⑤) △14,490

　　(注)　一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しています。

３　退職給付費用に関する事項 (自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日)　　(単位　　百万円)

①　勤務費用 (注) 2,234

②　利息費用 1,122

③　期待運用収益 △820

④　数理計算上の差異の費用処理額 2,582

⑤　過去勤務債務の費用処理額 △1,605

⑥　確定拠出年金制度に係る要拠出額 185

⑦　退職給付費用 (①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥) 3,698

　 (注)　簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、①勤務費用に計上しています。

 

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ　割引率 主に2.0％

ハ　期待運用収益率 主に2.3％

ニ　数理計算上の差異の処理年数 主に10年

ホ　過去勤務債務の額の処理年数 ５年

当連結会計年度

１　採用している退職給付制度の概要

　当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度(基金型)、適格退職年金制度及

び退職一時金制度を設けています。なお、一部の国内連結子会社は、確定拠出型年金制度を採用しています。

２　退職給付債務に関する事項 (平成19年12月31日現在)　　　　　　　　　　　　　(単位　　百万円)

①　退職給付債務 △53,575

②　年金資産 31,024

③　小計（①＋②） △22,551

④　未認識数理計算上の差異 9,474

⑤　未認識過去勤務債務 △123

⑥　合計（③＋④＋⑤） △13,200

⑦　前払年金費用 110

EDINET提出書類

株式会社西友(E03062)

有価証券報告書

 77/121



⑧　退職給付引当金合計 (⑥－⑦) △13,311

　　(注)　一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しています。

３　退職給付費用に関する事項 (自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)　　(単位　　百万円)

①　勤務費用 (注) 2,219

②　利息費用 1,146

③　期待運用収益 △967

④　数理計算上の差異の費用処理額 2,509

⑤　過去勤務債務の費用処理額 △1,603

⑥　確定拠出年金制度に係る要拠出額 171

⑦  臨時に支払った特別退職金等 3,910

⑧　退職給付費用 (①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥＋⑦) 7,384

　 (注)　簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、①勤務費用に計上しています。

 

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ　割引率 主に2.0％

ハ　期待運用収益率 主に3.0％

ニ　数理計算上の差異の処理年数 主に10年

ホ　過去勤務債務の額の処理年数 ５年
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（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日）

１　ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

 
 

平成17年３月30日
第６回

平成18年３月29日
第７回

平成18年３月29日
第８回

付与対象者の区分及び数 当社執行役　　　　10名 当社執行役　　　 　９名 当社執行役　　　 　１名

ストック・オプション数(注) 普通株式　　　290,000株 普通株式　　　208,000株 普通株式　 　　12,000株

付与日 平成17年４月１日 平成18年４月１日 平成18年８月22日

権利確定条件
 権利確定条件は付されてい

ません。

 権利確定条件は付されてい

ません。

 権利確定条件は付されてい

ません。

対象勤務期間
 対象勤務期間の定めはあり

ません。 

 対象勤務期間の定めはあり

ません。

 対象勤務期間の定めはあり

ません。

権利行使期間
　平成17年４月１日～

 平成27年３月31日

 平成18年４月１日～

平成28年３月31日

 平成18年９月12日～

         平成28年３月31日

(注) 株式数に換算して記載しています。

(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 
平成17年３月30日

第６回
平成18年３月29日

第７回
平成18年３月29日

第８回

権利確定後             （株）    

前連結会計年度末 290,000 － －

権利確定 － 208,000 12,000

権利行使 － － －

失効 － － －

未行使残 290,000 208,000 12,000

②　単価情報

 
平成17年３月30日

第６回
平成18年３月29日

第７回
平成18年３月29日

第８回

権利行使価格            

（円）
1 1 1

行使時平均株価          

（円）
－ － －

公正な評価単価（付与日）

（円）
－ － 223

２　当連結会計年度に付与されたストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

(1) 使用した算定技法

　　ブラック・ショールズ式によっています。

(2) 使用した主な基礎数値及びその見積方法 

①　株価変動性            53.3%

　  ５年間(平成13年９月から平成18年８月まで)の株価実績に基づき算定しています。

②　予想残存期間          ５年

    予想残存期間については、十分なデータの蓄積がなく、合理的な見積が困難であるため、権利行使期

    間の中間点において行使されるものと推定して算定いたしました。

③　予想配当              当社配当実績より無しとして算定いたしました。
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④　無リスク利子率        1.3%

  　予想残存期間に対応する期間に対応する国債の利回りを使用いたしました。

 

３．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

　　権利確定条件は付与されていません。

４．連結財務諸表への影響額

　　販売費及び一般管理費のその他　　　　　　　　　１百万円

当連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

１　ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

 
 

平成17年３月30日
第６回

平成18年３月29日
第７回

平成18年３月29日
第８回

平成19年８月20日 
第９回

付与対象者の区分

 及び数

当社執行役　

 　　　10名

当社執行役　　　 　

９名

当社執行役　　　 　

１名

当社執行役

11名 

ストック・オプション

数(注)

普通株式　　　

 290,000株

普通株式　　　

 208,000株

普通株式　 　　

 12,000株

普通株式

676,000株 

付与日 平成17年４月１日 平成18年４月１日 平成18年８月22日 平成19年９月10日

権利確定条件
 権利確定条件は付さ

れていません。

 権利確定条件は付さ

れていません。

 権利確定条件は付さ

れていません。

 権利確定条件は付さ

れていません。

対象勤務期間
 対象勤務期間の定め

はありません。 

 対象勤務期間の定め

はありません。

 対象勤務期間の定め

はありません。

 対象勤務期間の定め

はありません。

権利行使期間
平成17年４月１日～

 平成27年３月31日

平成18年４月１日～

平成28年３月31日

平成18年９月12日～

平成28年３月31日

平成19年10月１日～

平成29年３月31日

(注) １　株式数に換算して記載しています。

　　 ２　平成20年３月４日開催の報酬委員会決議に基づき、執行役を対象に付与してきたストックオプション

については放棄することを要請し、代替的なプランとして１株139円を基準とした一時金を支払う

ことといたしました。

(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 
平成17年３月30日

第６回
平成18年３月29日

第７回
平成18年３月29日

第８回
平成19年８月20日 

第９回 

権利確定後 　（株）     

前連結会計年度末 290,000 208,000 12,000 －

権利確定 － － － 676,000

権利行使 224,000 126,000 － 73,000

失効 － 10,000 － －

未行使残（注）　　 66,000 72,000 12,000 603,000

(注) 平成19年８月20日付第９回の「未行使残」603,000株の内、45,000株は、辞任により権利を喪失していま

す。

 

②　単価情報

 
平成17年３月30日

第６回
平成18年３月29日

第７回
平成18年３月29日

第８回
平成19年８月20日 

第９回 

権利行使価格 （円） 1 1 1 1

行使時平均株価（円） 140 141 － 139
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平成17年３月30日

第６回
平成18年３月29日

第７回
平成18年３月29日

第８回
平成19年８月20日 

第９回 

公正な評価単価

 （付与日）（円）
－ － 223 98

２　当連結会計年度に付与されたストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

(1) 使用した算定技法

　　ブラック・ショールズ式によっています。

(2) 使用した主な基礎数値及びその見積方法 

①　株価変動性            47.2%

　  ５年間(平成14年９月から平成19年８月まで)の株価実績に基づき算定しています。

②　予想残存期間          ５年

    予想残存期間については、十分なデータの蓄積がなく、合理的な見積が困難であるため、権利行使期

    間の中間点において行使されるものと推定して算定いたしました。

③　予想配当              当社配当実績より無しとして算定いたしました。

④　無リスク利子率        1.1%

  　予想残存期間に対応する期間に対応する国債の利回りを使用いたしました。

 

３．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

　　権利確定条件は付与されていません。

４．連結財務諸表への影響額

　　販売費及び一般管理費のその他　　　　　　　　　47百万円
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 (税効果会計関係)

前連結会計年度
(平成18年12月31日)

当連結会計年度
(平成19年12月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

   

繰延税金資産   

繰越欠損金 57,401 百万円

有価証券評価損 134 　〃

退職給付引当金 5,755 　〃

貸倒引当金繰入超過額 1,918 　〃

減損損失及び減価償却超過額 18,263 　〃

評価差額に係る税効果 341 　〃

出資金評価損 42 　〃

未実現利益 299 　〃

その他 1,344 　〃

繰延税金資産小計 85,501 　〃

評価性引当額 △82,426 　〃

繰延税金資産合計 3,074 　〃

繰延税金負債(固定)と相殺 △1,925 　〃

繰延税金資産の純額 1,149 　〃

繰延税金負債
 
 

評価差額に係る税効果 2,172 　〃

圧縮記帳積立金 233 　〃

その他有価証券評価差額金 308 　〃

繰延税金負債合計 2,714 　〃

繰延税金資産(固定)と相殺 △1,925 　〃

繰延税金負債の純額 789 　〃

再評価に係る繰延税金資産

 
 

再評価に係る繰延税金資産 2,988 　〃

評価性引当額 △2,988 　〃

再評価繰延税金資産合計 －  

再評価に係る繰延税金負債 
  

再評価に係る繰延税金負債 3,327 　〃

再評価に係る繰延税金負債の純額 3,327 　〃

   

繰延税金資産   

繰越欠損金 72,118 百万円

有価証券評価損 120 〃

退職給付引当金 5,264 〃

貸倒引当金繰入超過額 1,809 〃

減損損失及び減価償却超過額 18,784 〃

出資金評価損 42 〃

その他有価証券評価差額金 13 〃

未実現利益 299 〃

その他 1,470 〃

繰延税金資産小計 99,923 〃

評価性引当額 △98,855 〃

繰延税金資産合計 1,067 〃

繰延税金負債(固定)と相殺 △108 〃

繰延税金資産の純額 958 〃

繰延税金負債
 
 

評価差額に係る税効果 2,520 〃

圧縮記帳積立金 225 〃

その他有価証券評価差額金 72 〃

その他 11 〃

繰延税金負債合計 2,830 〃

繰延税金資産(固定)と相殺 △108 〃

繰延税金負債の純額 2,721 〃

再評価に係る繰延税金資産

 
 

再評価に係る繰延税金資産 2,888 〃

評価性引当額 △2,888 〃

再評価繰延税金資産合計 －  

再評価に係る繰延税金負債 
  

再評価に係る繰延税金負債 2,586 〃

再評価に係る繰延税金負債の純額 2,586 〃

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

税金等調整前当期純損失を計上したため、該当の記載

は行っておりません。

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

同左
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度 (自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日)

 
小売事業
(百万円)

不動産事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社

(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　営業収益及び営業損益      

営業収益      

(1) 外部顧客に

対する営業収益
993,432 2,698 996,130 ― 996,130

(2) セグメント間の内部

営業収益又は振替高
155 3,125 3,280 (3,280) ―

計 993,587 5,823 999,411 (3,280) 996,130

営業費用 992,338 3,849 996,187 (3,279) 992,908

営業利益 1,249 1,973 3,223 (0) 3,222

Ⅱ　資産、減価償却費、減損損失及

び資本的支出
     

資産 538,715 64,622 603,337 (55,415) 547,922

減価償却費 14,363 1,475 15,839 (127) 15,712

減損損失 31,652 13,464 45,116 4,172 49,289

資本的支出 13,189 160 13,350 ― 13,350

当連結会計年度 (自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

 
小売事業
(百万円)

不動産事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社

(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　営業収益及び営業損益      

営業収益      

(1) 外部顧客に

対する営業収益
984,501 2,824 987,325 ― 987,325

(2) セグメント間の内部

営業収益又は振替高
251 3,155 3,407 (3,407) ―

計 984,752 5,980 990,733 (3,407) 987,325

営業費用 986,355 3,943 990,298 (3,407) 986,890

営業利益又は営業損失(△) △1,602 2,037 434 ― 434

Ⅱ　資産、減価償却費、減損損失及

び資本的支出
     

資産 507,299 62,342 569,641 (52,147) 517,494

減価償却費 14,603 1,460 16,063 (174) 15,889

減損損失 6,985 318 7,304 (214) 7,089

資本的支出 18,837 229 19,066 ― 19,066

　 (注) １　事業区分の方法

事業区分の方法は、グループ内の事業展開を考慮して区分しています。

２　各事業区分の主要な内容

小売事業 総合小売業態及び専門店業態による小売業

不動産事業 不動産の売買及び賃貸事業等

３  営業収益には、売上高と営業収入を含んでいます。

４  前連結会計年度における資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産は、当社での長期投資資金(投資有

価証券) 9,595百万円であります。

当連結会計年度における資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産は、当社での長期投資資金(投資有

価証券)7,062百万円であります。

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度 (自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日)

子会社清算、株式売却等により「本邦」以外のセグメントに重要性がなくなったため、当連結会計年度より記
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載を省略しています。

当連結会計年度 (自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

「本邦」以外のセグメントがないため記載すべき事項はありません。

【海外売上高】

前連結会計年度及び当連結会計年度における海外売上高はありません。

【関連当事者との取引】

前連結会計年度 (自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日)

該当事項はありません。

当連結会計年度 (自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

該当事項はありません。
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　(１株当たり情報)

項目
前連結会計年度

(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

１株当たり純資産額 △29.63円      △14.25円

１株当たり当期純損失 62.82円    22.39円

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益

１株当たり当期純損失であるため記

載していません。

同左

１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりです。

 
前連結会計年度

(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

当期純損失 (百万円) 55,792 20,931

普通株主に帰属しない金額 (百万円) ― ―

普通株式に係る当期純損失 (百万円) 55,792 20,931

普通株式の期中平均株式数 (株) 888,184,279 934,807,834

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかっ

た潜在株式の概要

平成14年５月23日定時株主総会決

議における第３回新株予約権

  4,714個

平成17年３月30日定時株主総会決

議における第６回新株予約権

290個

平成17年12月15日臨時株主総会決

議における優先株式

Ａ種優先株式

  8,000,000株

Ｂ種優先株式

  12,000,000株

Ｃ種優先株式

 12,000,000株

Ｄ種優先株式

  48,000,000株

なお、Ａ種優先株式、Ｂ種優先株式

の普通株式への取得価額は170円、

Ｃ種優先株式、Ｄ種優先株式の普通

株式への取得価額は205円でありま

す。

平成18年３月29日定時株主総会決

議における第７回新株予約権

 208個

平成18年３月29日定時株主総会決

議における第８回新株予約権

 12個

平成17年３月30日定時株主総会決

議における第６回新株予約権

66個

平成17年12月15日臨時株主総会決

議における優先株式

Ａ種優先株式

8,000,000株

Ｂ種優先株式

12,000,000株

Ｃ種優先株式

12,000,000株

Ｄ種優先株式

48,000,000株

なお、Ａ種優先株式、Ｂ種優先株式、

Ｃ種優先株式の普通株式への取得

価額は134円、Ｄ種優先株式の普通

株式への取得価額は205円でありま

す。

平成18年３月29日定時株主総会決

議における第７回新株予約権

72個

平成18年３月29日定時株主総会決

議における第８回新株予約権

12個

平成19年８月20日取締役会の委任

による代表執行役の決定における

第９回新株予約権

603個
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　(重要な後発事象)

前連結会計年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

株式会社みずほコーポレート銀行が保有するＢ種優先株

式7,125,000全株式について、平成19年２月27日までに普通

株式へ転換（優先株式を取得し、引換えに普通株式を交

付）がされました。それに伴ない増加した普通株式数は

41,911,763株、増加後の普通株式の発行済株式総数は

931,439,560株になります。

平成20年３月18日開催の当社定時株主総会において定款

一部変更及び全部取得条項付株式の取得が承認可決され、

また、同日開催の普通株主による種類株主総会において定

款一部変更が承認可決されました。この結果、当社の現普

通株式に係る株券は、東京証券取引所の上場廃止基準に該

当しますので、平成20年３月19日から平成20年４月18日ま

での間、整理銘柄に指定された後、平成20年４月19日を

もって上場廃止となる予定です。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

利率（％） 担保 償還期限

 

 

第６回無担保社債

(１年内償還予定金額)
平成16.３.29

700

(700)
― 1.25 無担保 平成19.３.29

㈱西友

 

第７回無担保社債

(１年内償還予定金額)
平成16.３.29

700

(700)
― 1.25 無担保 平成19.３.29

 

 

第８回無担保社債

(１年内償還予定金額)
平成16.３.29

600

(600)
― 1.25 無担保 平成19.３.29

 

 

第12回無担保社債

(１年内償還予定金額)
平成18.３.31 

1,600

（－）

1,600

(1,600)
(注)２ 無担保 平成20.３.10

合計 ―
3,600

(2,000)

1,600

(1,600)
― ― ―

　  (注)１　当期末残高欄の(　)書きは、１年以内に償還予定の金額を示す内数であり、連結貸借対照表では流動負債の一年内

償還予定社債として計上しています。

　      ２　平成18年４月１日から平成19年３月10日まで1.00%。平成19年３月11日から平成20年３月10日まで1.60%。

３　連結決算日後５年以内における１年ごとの償還予定額は次のとおりであります。

１年以内
(百万円)

１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

1,600 ― ― ― ―

【借入金等明細表】

区分
前期末残高

(百万円)
当期末残高

(百万円)
平均利率

(％) 返済期限

短期借入金 10,500 21,800 1.91 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 22,200 221,210 2.84 ―

長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く) 237,505 30,601 2.63 平成21年～平成30年

コマーシャル・ペーパー(１年以内) 41,400 34,300 1.87 ―

計 311,605 307,911 ― ―

　（注）１　「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しています。

２　長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年以内における返済予定額は以下のとおり

であります。

区分
１年超２年以内

(百万円)
２年超３年以内

(百万円)
３年超４年以内

(百万円)
４年超５年以内

(百万円)

長期借入金(１年以

内返済予定を除く)
12,312 6,744 3,123 2,841

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  
前事業年度

（平成18年12月31日）
当事業年度

（平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１　現金及び預金   60,314   39,143  

２　受取手形   93   0  

３　売掛金   14,171   24,780  

４　商品   38,365   38,869  

５　貯蔵品   1,175   2,066  

６　前払費用   4,933   4,838  

７　短期貸付金   3,747   3,174  

８　関係会社短期貸付金   77,518   90,748  

９　未収入金   5,481   5,687  

10　関係会社立替金   13,041   22,602  

11　その他   2,809   1,720  

12　貸倒引当金   △24,897   △29,717  

流動資産合計   196,753 39.0  203,913 42.2

Ⅱ　固定資産        

(1) 有形固定資産  ※１       

１　建物 ※２  74,941   74,712  

２　構築物   4,286   3,811  

３　機械装置   2,678   2,219  

４　車両運搬具   236   148  

５　工具器具備品   5,529   4,543  

６　土地
※２
※４

 67,743   65,293  

７　建設仮勘定   580   1,278  

有形固定資産合計   155,996 30.9  152,007 31.5
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前事業年度

（平成18年12月31日）
当事業年度

（平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

(2) 無形固定資産        

１　借地権   3,719   3,704  

２　商標権   15   11  

３　ソフトウェア   2,164   1,423  

４　電話加入権   357   357  

５　施設利用権   63   56  

無形固定資産合計   6,319 1.3  5,552 1.1

(3) 投資その他の資産        

１　投資有価証券   10,277   7,159  

２　関係会社株式   14,754   6,048  

３　出資金   177   177  

４　長期貸付金   40,242   32,838  

５　関係会社長期貸付金   3,323   3,149  

６　破産更生債権等   475   1,932  

７　長期前払費用   3,945   3,758  

８　敷金 ※５  66,402   65,300  

９　出店仮勘定 ※３  1,792   100  

10　保証金   －   4,966  

11　その他   8,220   402  

12　貸倒引当金   △4,261   △3,985  

投資その他の資産合計   145,351 28.8  121,850 25.2

固定資産合計   307,667 61.0  279,410 57.8

資産合計   504,420 100.0  483,324 100.0
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前事業年度

（平成18年12月31日）
当事業年度

（平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１　買掛金 ※５  83,393   99,761  

２　短期借入金   7,400   14,000  

３　関係会社短期借入金   2,100   2,100  

４　一年内返済予定長期借入
金

※２  19,565   217,498  

５　一年内償還予定社債   2,000   1,600  

６　コマーシャル・ペーパー   41,400   34,300  

７　未払金 ※２  2,284   4,216  

８　未払費用   14,389   13,415  

９　未払法人税等   885   660  

10　未払消費税等   178   946  

11　前受金   36   35  

12　預り金   99   156  

13　前受収益   1,265   1,221  

14　その他   2,509   2,377  

流動負債合計   177,507 35.2  392,289 81.1

Ⅱ　固定負債        

  １　社債   1,600   －  

２　長期借入金 ※２  230,856   25,229  

３　繰延税金負債   121   －  

４　再評価に係る繰延税金負
債 

※４  3,327   2,586  

５　退職給付引当金   9,709   9,156  

６　預り協力保証金   18,132   15,512  

７　その他  ※２  1,273   555  

固定負債合計   265,022 52.5  53,040 11.0

負債合計   442,530 87.7  445,329 92.1
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前事業年度

（平成18年12月31日）
当事業年度

（平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（純資産の部）        

Ⅰ　株主資本        

１　資本金   129,895 25.8  64,543 13.4

２　資本剰余金        

資本準備金   76,236   3  

資本剰余金合計   76,236 15.1  3 0.0

３　利益剰余金        

その他利益剰余金        

繰越利益剰余金   △141,592   △22,618  

利益剰余金合計   △141,592 △28.1  △22,618 △4.7

４　自己株式   △170 △0.0  △259 △0.1

株主資本合計   64,369 12.8  41,669 8.6

Ⅱ　評価・換算差額等        

１　その他有価証券評価差額
金

  179 0.0  △286 △0.0

２　繰延ヘッジ損益   △172 △0.0  △96 △0.0

３　土地再評価差額金 ※４  △2,486 △0.5  △3,334 △0.7

評価・換算差額等合計   △2,479 △0.5  △3,716 △0.7

Ⅲ　新株予約権   1 0.0  42 0.0

純資産合計   61,890 12.3  37,994 7.9

負債純資産合計   504,420 100.0  483,324 100.0

        

②【損益計算書】

  
前事業年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   685,268 100.0  686,710 100.0

Ⅱ　売上原価        

１　商品期首たな卸高  36,805   38,365   

２　当期商品仕入高  521,626   523,672   

合計  558,431   562,037   

３　商品期末たな卸高  38,365 520,066 75.9 38,869 523,168 76.2

売上総利益   165,201 24.1  163,542 23.8

Ⅲ　営業収入        

１　不動産賃貸収入  17,726   16,287   

２　その他の営業収入 ※１ 20,821 38,548 5.6 22,723 39,011 5.7

営業総利益   203,750 29.7  202,554 29.5

Ⅳ　販売費及び一般管理費        
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前事業年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

１　宣伝費  10,130   9,277   

２　配送・運搬費  16,122   17,749   

３　従業員給料・賞与  60,236   59,383   

４　法定福利・厚生費  7,354   7,202   

５　退職給付費用  2,971   2,911   

６　借地借家料  46,189   45,446   

７　減価償却費  12,210   12,213   

８　水道光熱費  10,612   10,881   

９　その他  36,194 202,022 29.4 35,019 200,085 29.1

営業利益   1,727 0.3  2,468 0.4

Ⅴ　営業外収益        

１　受取利息 ※２ 2,430   2,819   

２　受取配当金 ※２ 199   73   

３　雑収入 ※６ 1,493 4,123 0.6 886 3,779 0.5

        

Ⅵ　営業外費用        

１　支払利息  6,985   7,089   

２　社債利息  61   29   

３　コマーシャル・　　　　ペー
パー利息

 201   468   

４　雑損失  286 7,535 1.1 467 8,055 1.2

経常損失   1,683 △0.2  1,807 △0.3
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前事業年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅶ　特別利益        

１　固定資産売却益 ※３ 31   137   

２　関係会社株式売却益  49   －   

３　投資有価証券売却益  －   670   

４　借入債務消却益　  1,100   －   

５　店舗移転補償金　  －   132   

６　預託金返還益　  －   368   

７　その他  102 1,284 0.2 － 1,307 0.2

        

Ⅷ　特別損失        

１　固定資産売却損 ※４ 40   －   

２　固定資産除却損 ※５ 649   262   

３　投資有価証券売却損  11   393   

４　関係会社株式評価損  10,118   8,699   

５　店舗解約損失  1,090   254   

６　貸倒引当金繰入額  15,936   4,758   

７　特別退職金  －   2,734   

８　減損損失 ※７ 17,580   5,551   

９　その他  1,722 47,149 6.9 776 23,430 3.4

税引前当期純損失   47,549 △6.9  23,930 △3.5

法人税、住民税　　　　及び
事業税

 396   276   

法人税等調整額  △170 225 0.1 △741 △464 △0.1

当期純損失   47,774 △7.0  23,465 △3.4
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日）　　　　　　　　　　　　　

 

株主資本 

資本金

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本合計
資本準備金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

繰越利益剰
余金

平成17年12月31日 残高 　(百万円) 129,895 76,236 76,236 △92,713 △92,713 △154 113,263

事業年度中の変動額        

当期純利益(△損失)    △47,774 △47,774  △47,774

土地再評価差額金の取崩額    △1,104 △1,104  △1,104

自己株式の取得      △15 △15

株主資本以外の項目の事業年度中

の変動額（純額）        

事業年度中の変動額合計　(百万円) － － － △48,879 △48,879 △15 △48,894

平成18年12月31日 残高　 (百万円) 129,895 76,236 76,236 △141,592 △141,592 △170 64,369

 

 

評価・換算差額等
 

新株予約権 純資産合計
その他有価
証券評価差
額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成17年12月31日 残高　 (百万円) 315 － △3,591 △3,276 － 109,987

事業年度中の変動額       

当期純利益(△損失)      △47,774

土地再評価差額金の取崩額      △1,104

自己株式の取得      △15

株主資本以外の項目の事業年度中

の変動額（純額） △135 △172 1,104 796 1 798

事業年度中の変動額合計　(百万円) △135 △172 1,104 796 1 △48,096

平成18年12月31日 残高　 (百万円) 179 △172 △2,486 △2,479 1 61,890

当事業年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）　　　　　　　　　　　　　

 

株主資本 

資本金

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本合計
資本準備金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

繰越利益剰
余金

平成18年12月31日残高　(百万円) 129,895 76,236 76,236 △141,592 △141,592 △170 64,369

事業年度中の変動額        

当期純利益(△損失)    △23,465 △23,465  △23,465

減資(欠損填補)　(注)１ △65,355   65,355 65,355  －

資本準備金の取崩(欠損填補)　　(注)

２  △76,236 △76,236 76,236 76,236  －

土地再評価差額金の取崩額    847 847  847

新株の発行 3 3 3    7

自己株式の取得      △89 △89

株主資本以外の項目の事業年度中

の変動額（純額）        
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株主資本 

資本金

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本合計
資本準備金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

繰越利益剰
余金

事業年度中の変動額合計

　　　　　　　　　　　(百万円) △65,351 △76,233 △76,233 118,974 118,974 △89 △22,699

平成19年12月31日残高　(百万円) 64,543 3 3 △22,618 △22,618 △259 41,669

 

評価・換算差額等
 

新株予約権 純資産合計
その他有価
証券評価差
額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年12月31日残高　(百万円) 179 △172 △2,486 △2,479 1 61,890

事業年度中の変動額       

当期純利益(△損失)      △23,465

減資(欠損填補)　(注)１      －

資本準備金の取崩(欠損填補)　　

(注)２      －

土地再評価差額金の取崩額      847

新株の発行      7

自己株式の取得      △89

株主資本以外の項目の事業年度中

の変動額（純額） △465 76 △847 △1,236 40 △1,196

事業年度中の変動額合計

　　　　　　　　　　　(百万円) △465 76 △847 △1,236 40 △23,895

平成19年12月31日残高　(百万円) △286 △96 △3,334 △3,716 42 37,994

 (注)１　平成19年３月28日開催の定時株主総会決議によるものであります。

２　平成19年２月16日開催の取締役会決議によるものであります。
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

子会社株式及び関連会社株式

同左

 その他有価証券

・時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定）

その他有価証券

・時価のあるもの

同左 

 ・時価のないもの

移動平均法による原価法

・時価のないもの

同左

２　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

商品

生鮮食品を除く商品は売価還元法によ

る原価法

 生鮮食品は主に最終仕入原価法による

原価法

 物流センター在庫は主に移動平均法に

よる原価法

商品

同左

 

 

 貯蔵品

最終仕入原価法による原価法

貯蔵品

同左

３　固定資産の減価償却の方

法

有形固定資産……定率法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。

有形固定資産……定率法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。

 建物　　　　　　　６～50年  建物　　　　　　　６～50年

 構築物　　　　　　10～50年  構築物　　　　　　10～50年

 工具器具備品　　　３～20年  機械装置　　　　　４～17年

 その他　　　　　　４～17年  車両運搬具　　　　４～10年

   工具器具備品　　　３～20年

  (会計方針の変更)

法人税法の改正に伴い、当事業年度よ

り、平成19年４月１日以降に取得した

有形固定資産については、改正後の法

人税法に基づく減価償却の方法に変

更しています。

これにより、営業利益は、84百万円減

少し、経常損失及び税引前当期純損失

は、それぞれ84百万円増加していま

す。

 無形固定資産……定額法

自社利用のソフトウェアについては、社

内における利用可能期間（５年）に基

づく定額法によっています。

無形固定資産

同左

 投資その他の資産……均等額償却 投資その他の資産

同左

４　繰延資産の処理方法 社債発行費

支出時に全額費用として処理していま

す。

──────
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項目
前事業年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

 ５　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については、貸倒実績率

に基づき、貸倒懸念債権等特定の債権

については、個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込相当額を計上してい

ます。

(1) 貸倒引当金

  同左

 (2) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期

末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当期末において

発生していると認められる額を計上

しています。

また、数理計算上の差異については、

その発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(主に10年)に

よる定額法により各発生年度の翌期

から費用処理することとしています。

また、過去勤務債務については、その

発生時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(５年)による定額

法により発生年度から費用処理する

こととしています。

(2) 退職給付引当金

同左

 

 

   

６　リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係わる方法に準じた会計処理によって

います。

同左
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項目
前事業年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

７　ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しています。な

お、金利スワップについては特例処理

の要件を満たしている場合は特例処

理を採用しています。

(1) ヘッジ会計の方法

同左

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段・・・金利リスクを回避

するためのスワップ取引

ヘッジ対象・・・借入金の支払金利

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 (3) ヘッジ方針

リスク管理方針に基づき、金利変動リ

スクをヘッジすることとしています。

(3) ヘッジ方針

同左

 (4) ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変

動の累計とヘッジ手段のキャッシュ

・フロー変動の累計を比較し、その変

動額の比率によって有効性を評価し

ています。

ただし、特例処理によっているスワッ

プについては、有効性の評価を省略し

ています。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

同左

 

８　デリバティブの評価基準

及び評価方法

デリバティブ

時価法

デリバティブ

同左

９　その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は

税抜方式によっています。

 消費税等の会計処理

同左

EDINET提出書類

株式会社西友(E03062)

有価証券報告書

 98/121



会計処理方法の変更

前事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

（固定資産の減損に係る会計基準）  ──────

 　当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会　平成14年８月９日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号　平成15年10月31日）を適用しています。こ

れにより従来の方法によった場合と比べ、1,656百万円営

業利益は増加し、経常損失は減少しています。税引前当期

純損失は15,924百万円増加しています。

  なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表等

規則に基づき当該各資産の金額から直接控除していま

す。 

 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　

平成17年12月９日）を適用しています。従来の資本の部

の合計に相当する金額は62,061百万円であります。

  なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度におけ

る貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務諸

表等規則により作成しています。

 ──────

 

  

（ストック・オプション等に関する会計基準）

当事業年度より、「ストック・オプション等に関する会

計基準」（企業会計基準第８号　平成17年12月27日）及

び「ストック・オプション等に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第11号　平成18年５月31

日）を適用しています。

　これにより従来の方法によった場合と比べ、１百万円営

業利益は減少し、経常損失及び税引前当期純損失は、それ

ぞれ１百万円増加しております。

 ──────
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 (表示方法の変更)

前事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

(貸借対照表)

前事業年度において区分掲記していた有形固定資産に対

する減価償却累計額は、従来各資産科目の控除科目を当事

業年度より各資産の金額から直接控除し、その控除残高を

各資産の金額として表示し、当該減価償却累計額を一括し

て注記する方法に変更しています。なお、当事業年度の前

事業年度同様の方法によった場合の貸借対照表の表示に

ついては以下のとおりであります。

建物(取得価額) 237,778百万円

減価償却累計額 162,836　〃

計 　　74,941　〃

 

構築物(取得価額) 17,197百万円

減価償却累計額 12,911　〃

計 　　4,286　〃

 

機械及び装置(取得価額) 3,718百万円

減価償却累計額 1,040　〃

計 　　2,678　〃

 

車両運搬具(取得価額) 290百万円

減価償却累計額 54　〃

計 　　236　〃

 

器具備品(取得価額) 21,169百万円

減価償却累計額 15,640　〃

計 　　5,529　〃

 

 (注)取得価額は減損損失直接控除後の金額であります。

(貸借対照表)

前事業年度まで投資その他の資産の「その他」に含めて

表示していました「保証金」は、当事業年度において、資

産の総額の100分の1を超えたため区分掲記しました。

　なお、前事業年度における「保証金」の金額は4,973百万

円であります。
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注記事項

 (貸借対照表関係)

前事業年度

（平成18年12月31日）

当事業年度

（平成19年12月31日）

※１　有形固定資産減価償却累計額

192,484百万円
※１　有形固定資産減価償却累計額

       196,768百万円
※２　担保資産

担保に供している資産

※２　担保資産

担保に供している資産

資産の種類 金額（百万円）

建物 19,323

土地 56,075

合計 75,399

資産の種類 金額（百万円）

建物 16,519

土地 53,652

合計 70,171

    上記物件は、長期借入金23,577百万円、一年内返済予
定長期借入金3,389百万円、固定負債その他602百万
円、未払金150百万円に対する担保に供しています。

    上記物件は、長期借入金13,872百万円、一年内返済予
定長期借入金9,183百万円、固定負債その他451百万
円、未払金150百万円に対する担保に供しています。

※３　建設中の賃借店舗に対する敷金及び長期貸付金の目

的で支払う内金で、支払完了時にそれぞれの科目に

振替えられるものであります。

※３　同左　
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前事業年度

（平成18年12月31日）

当事業年度

（平成19年12月31日）

※４　土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布
法律第34号）及び土地の再評価に関する法律の一
部を改正する法律（平成11年３月31日公布法律第
24号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、評価
差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金

負債」として負債の部に計上し、それを控除した金

額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計

上しています。

・再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月
31日公布政令第119号）第２条第４号及び第５号の
定めに従い、土地の評価額を合理的に算出していま

す。

※４　土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布
法律第34号）及び土地の再評価に関する法律の一
部を改正する法律（平成11年３月31日公布法律第
24号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、評価
差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金

負債」として負債の部に計上し、それを控除した金

額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計

上しています。

・再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月
31日公布政令第119号）第２条第４号及び第５号の
定めに従い、土地の評価額を合理的に算出していま

す。

・再評価を行った年月日 平成13年２月28日
・再評価を行った土地の期末

における時価と再評価後の

帳簿価額との差額

　 △12,123百万円

・再評価を行った年月日 平成13年２月28日
・再評価を行った土地の期末

における時価と再評価後の

帳簿価額との差額

    △10,252百万円

※５　区分掲記されたもの以外の関係会社に対する主な資

産・負債は次のとおりであります。

敷金 9,553百万円
買掛金 5,670　〃

※５　区分掲記されたもの以外の関係会社に対する主な資

産・負債は次のとおりであります。

敷金    9,552百万円
買掛金   7,027　〃

　６　偶発債務

(1) 債務保証
　６　偶発債務

(1) 債務保証
㈱エスシーシーの土地買取契約等

に対する保証額
6,406百万円

下松タウンセンター開発㈱の銀行

借入金に対する保証額
3,696  〃

㈱九州西友の家賃支払に対する保

証額
306　〃

社員の住宅ローン等の借入金に対

する保証額
146　〃

㈱東北西友のリース契約に対する

保証額
2　〃

計   10,558　〃

㈱エスシーシーの土地買取契約に

対する保証額
   6,419百万円

下松タウンセンター開発㈱の銀行

借入金に対する保証額
   3,228  〃

㈱九州西友の家賃支払に対する保

証額
243　〃

社員の住宅ローン等の借入金に対

する保証額
107　〃

計  9,998　〃

(2) 保証予約 (2) 保証予約
下松タウンセンター開発㈱の銀行

借入金に対する保証予約額
626百万円

計 626　〃

下松タウンセンター開発㈱の銀行

借入金に対する保証予約額
   539百万円

計 539　〃
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 (損益計算書関係)

前事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

※１　この内訳は次のとおりであります。 ※１　この内訳は次のとおりであります。

受取運搬料       14,346百万円

受取広告協賛金等 6,475　〃

計 20,821　〃

受取運搬料       16,530百万円

受取広告協賛金等      6,192　〃

計       22,723　〃

※２　営業外収益のうち関係会社に対するものは次のとお

りであります。

※２　営業外収益のうち関係会社に対するものは次のとお

りであります。

受取利息 1,810百万円

受取配当金 120　〃

受取利息      2,203百万円

受取配当金 8　〃

※３　この内訳は次のとおりであります。 ※３　この内訳は次のとおりであります。

土地   31百万円 工具器具備品     137百万円

※４　この内訳は次のとおりであります。 ※４　　　　　　　　──────

土地   40百万円   

※５　この内訳は次のとおりであります。 ※５　この内訳は次のとおりであります。

工具器具備品 108百万円

改装等 118　〃

閉鎖店舗等除却費用他 　　422　〃

計 　　649　〃

建物    91百万円

構築物 6　〃

機械装置 1　〃

車両運搬具 0　〃

工具器具備品 72　〃

閉鎖店舗等除却費用他 90　〃

計 262　〃

 ※６　この内訳は次のとおりであります。  ※６　この内訳は次のとおりであります。

不動産証券化配当金 407百万円

子会社からのロイヤルティー 490　〃

その他 　　596　〃

計 1,493　〃

 

子会社からのロイヤルティー    476百万円

㈱サンシャイントーク清算に

伴なう残余財産分配

72　〃

その他 337　〃

計      886　〃
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前事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

※７   減損損失

  　当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位とし

て、店舗を基本単位として資産のグルーピングをしてい

ます。営業活動から生ずる損益が継続してマイナスであ

る資産グループ及び閉鎖店舗等の遊休資産等について、

帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損

損失として特別損失に計上しています。

　なお、当資産グループの回収可能価額は、正味売却価額

または使用価値により測定しています。正味売却価額は、

土地については、路線価および不動産鑑定評価額等を基

に算出した金額によっています。その他の固定資産につ

いては合理的な見積もりによっています。また、使用価値

は将来キャッシュ・フローを４％で割引いて算出してい

ます。

 

 （１）減損を認識した資産グループの概要

 （単位 百万円)

用途 種類 地域 物件数 金額

 
 

 
関東 28 6,205

店舗
土地及び

建物等  
東海 6 896

 
 

  
関西 12 4,508

遊休資産 
土地及び

建物等  

東日本

・関西 
5 5,970

合計 51 17,580

 

（２）固定資産の種類ごとの当該金額の内訳 

 (単位 百万円)

固定資産の種類 金額

 建物 10,857

 土地 1,370

 その他の有形固定資産 3,419

 無形固定資産 587

 投資その他の資産 701

 リース資産 643

合計 17,580

 

※７   減損損失

  　同左

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （１）減損を認識した資産グループの概要

 （単位 百万円)

用途 種類 地域 物件数 金額

 
 

 
 東北 1 1,163

店舗
土地及び

建物等  
 関東 6 3,054

 
 

  

中部

 東海 
2 1,061

遊休資産 土地 関東 1 272

合計 10 5,551

 

（２）固定資産の種類ごとの当該金額の内訳 

 (単位 百万円)

固定資産の種類 金額

 建物 3,030

 土地 2,032

 その他の有形固定資産 304

 無形固定資産 4

 投資その他の資産 32

 リース資産 47

 原状回復費用 100

合計 5,551
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前期末株式数
（株）

当期増加株式数
（株）

当期減少株式数
（株）

当期末株式数
（株）

自己株式     

普通株式 467,484 62,264 － 529,748

合計 467,484 62,264 － 529,748

 (注)　普通株式の自己株式数の増加62,264株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

当事業年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前期末株式数
（株）

当期増加株式数
（株）

当期減少株式数
（株）

当期末株式数
（株）

自己株式     

普通株式   (注)１ 529,748 644,360 － 1,174,108

Ａ種優先株式　(注)２ － 8,000,000 － 8,000,000

Ｂ種優先株式　(注)２ － 12,000,000 － 12,000,000

Ｃ種優先株式　(注)２ － 12,000,000 － 12,000,000

合計 529,748 32,644,360 － 33,174,108

(注)１　普通株式の自己株式数の増加644,360株は単元未満株式の買取りによる増加であります。

    ２　優先株式の自己株式数の増加32,000,000株は、Ａ種優先株式8,000,000株、Ｂ種優先株式12,000,000株、

        Ｃ種優先株式12,000,000株の取得請求権の行使による増加であります。(優先株式を取得し、引換えに普通

株式を交付）
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 (リース取引関係)

前事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

　借主側

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

　借主側

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額

（百万円）

減価償却
累計額相
当額

（百万円）

減損損失
累計額相
当額 

（百万円）

期末残高
相当額

（百万円）

機械装
置

961 799 20 141

工具器
具備品

12,855 6,735 585 5,533

計 13,816 7,535 606 5,674

 
取得価額
相当額

（百万円）

減価償却
累計額相
当額

（百万円）

減損損失
累計額相
当額 

（百万円）

期末残高
相当額

（百万円）

建物 1,744 72 － 1,671

機械装
置

261 178 20 62

工具器
具備品

13,110 5,497 558 7,054

計 15,116 5,748 579 8,788

(2)未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

(2)未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年内 1,811百万円

１年超 4,429　〃

計 6,240　〃

リース資産減損勘定の残高 　　382百万円

１年内      2,013百万円

１年超      7,251　〃

計    9,264　〃

リース資産減損勘定の残高 　　   251百万円

(3)支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

(3)支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料      2,823百万円

リース資産減損勘定の取崩額     261  〃  

減価償却費相当額      2,373　〃

支払利息相当額 　191　〃

減損損失     643  〃

支払リース料     2,447百万円

リース資産減損勘定の取崩額 177  〃  

減価償却費相当額     2,013　〃

支払利息相当額 311　〃

減損損失 47  〃

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっています。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

(5) 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については

利息法によっています。

(5) 利息相当額の算定方法

同左

２　オペレーティング・リース取引

借主側

未経過リース料

２　オペレーティング・リース取引

借主側

未経過リース料

１年内      9,615百万円

１年超     78,492　〃

計 88,107　〃

１年内      9,524百万円

１年超    68,967　〃

計    78,492　〃
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 (有価証券関係)

　前事業年度（平成18年12月31日現在）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　当事業年度（平成19年12月31日現在）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

 (税効果会計関係)

前事業年度
（平成18年12月31日）

当事業年度
（平成19年12月31日）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳　　　　　　　　　　　　

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳　　　　　　　　　　　　

繰延税金資産  

繰越欠損金   51,184百万円

有価証券評価損 14,959　〃

貸倒引当金繰入超過額 11,773　〃

減損損失等に伴う減価償却超過額 7,741　〃

退職給付引当金 3,922　〃

その他  273　〃

繰延税金資産小計  89,855　〃

評価性引当額 △89,855　〃

繰延税金資産合計 －　

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 121百万円

繰延税金負債合計 121　〃

  

再評価に係る繰延税金資産  

再評価に係る繰延税金資産 2,988百万円

評価性引当額 △2,988  〃

再評価繰延税金資産合計 － 

再評価に係る繰延税金負債  

再評価に係る繰延税金負債 3,327  〃 

再評価に係る繰延税金負債の純額 3,327　〃 

  

繰延税金資産  

繰越欠損金   63,346百万円

有価証券評価損  9,638　〃

貸倒引当金繰入超過額   13,608　〃

減損損失等に伴う減価償却超過額   8,608　〃

退職給付引当金    3,699　〃

その他 351　〃

繰延税金資産小計 99,253　〃

評価性引当額 △99,253　〃

繰延税金資産合計 －

  

再評価に係る繰延税金資産  

再評価に係る繰延税金資産    2,888百万円

評価性引当額 △2,888  〃  

再評価繰延税金資産合計 － 

再評価に係る繰延税金負債  

再評価に係る繰延税金負債     2,586  〃 

再評価に係る繰延税金負債の純額     2,586　〃 

  

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

税引前当期純損失を計上したため、該当の記載は行

なっていません。

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

同左
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 (１株当たり情報)

項目
前事業年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１株当たり純資産額 △20.37円 △9.00円

１株当たり当期純損失 53.74円      25.10円

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益

１株当たり当期純損失であるため記

載していません。

 

同左

 

１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりです。

 
前事業年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当期純損失（百万円） 47,774 23,465

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純損失（百万円） 47,774 23,465

普通株式の期中平均株式数（株） 888,987,617 934,807,834

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかっ

た潜在株式の概要

平成14年５月23日定時株主総会決

議における第３回新株予約権

4,714個

平成17年３月30日定時株主総会決

議における第６回新株予約権

290個

平成17年12月15日臨時株主総会決

議における優先株式

 Ａ種優先株式

 8,000,000株

 Ｂ種優先株式

 12,000,000株

 Ｃ種優先株式

 12,000,000株

 Ｄ種優先株式

 48,000,000株

なお、Ａ種優先株式、Ｂ種優先株式

の普通株式の取得価額は170円、Ｃ

種優先株式、Ｄ種優先株式の普通株

式の取得価額は205円であります。

 

平成18年３月29日定時株主総会決

議における第７回新株予約権

208個

平成18年３月29日定時株主総会決

議における第８回新株予約権

12個

 

平成17年３月30日定時株主総会決

議における第６回新株予約権

66個

平成17年12月15日臨時株主総会決

議における優先株式

 Ａ種優先株式

          8,000,000株

 Ｂ種優先株式

           12,000,000株

 Ｃ種優先株式

           12,000,000株

 Ｄ種優先株式

           48,000,000株

なお、Ａ種優先株式、Ｂ種優先株式、

Ｃ種優先株式の普通株式の取得価

額は134円、Ｄ種優先株式の普通株

式の取得価額は205円であります。

 

平成18年３月29日定時株主総会決

議における第７回新株予約権

72個

平成18年３月29日定時株主総会決

議における第８回新株予約権

12個

平成19年８月20日取締役会の委任

による代表執行役の決定における

第９回新株予約権

603個
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 (重要な後発事象)

前事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

株式会社みずほコーポレート銀行が保有するＢ種優先

株式7,125,000全株式について、平成19年２月27日までに

普通株式への転換（優先株式を取得し、引換えに普通株

式を交付）がされました。それに伴い増加した普通株式

の数は41,911,763株、増加後の普通株式の発行済株式総

数は931,439,560株です。

平成20年３月18日開催の当社定時株主総会において定

款一部変更及び全部取得条項付株式の取得が承認可決

され、また、同日開催の普通株主による種類株主総会に

おいて定款一部変更が承認可決されました。この結果、

当社の現普通株式に係る株券は、東京証券取引所の上場

廃止基準に該当しますので、平成20年３月19日から平成

20年４月18日までの間、整理銘柄に指定された後、平成

20年４月19日をもって上場廃止となる予定です。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価

証券

その他有価

証券

㈱吉野家ディー・アンド・シー 26,300 4,970

セゾン自動車火災保険㈱ 11,363 954

㈱角川エス・エス・コミニュケ－ショ

ンズ
2,058,000 507

朝日食品工業㈱ 177,000 217

㈱ホスピタリティ・ネットワーク 20,000 120

㈱アクト・エア 15,000 90

㈱スマイル 80,000 84

㈱テレビ埼玉 100,000 50

逆瀬川都市開発㈱ 600 30

河内長野都市開発㈱ 600 30

その他14銘柄 51,034 105

計 2,539,898 7,159
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末
残高

（百万円）

有形固定資産        

建物 237,778 11,667
8,816

(3,030)
240,630 165,917 8,769 74,712

構築物 17,197 181
157

(93)
17,222 13,411 556 3,811

機械装置 3,718 9
65

(0)
3,663 1,444 467 2,219

車両運搬具 290 2
3

－
289 141 90 148

工具器具備品 21,169 802
1,574

(210)
20,397 15,853 1,294 4,543

土地 67,743 105
2,555

(2,032)
65,293 － － 65,293

建設仮勘定 580 4,326 3,628 1,278 － － 1,278

有形固定資産計 348,480 17,095
16,800

(5,367)
348,775 196,768 11,178 152,007

無形固定資産        

借地権 3,729 －
4

(4)
3,724 20 10 3,704

商標権 44 － － 44 33 4 11

ソフトウェア 6,160 191 － 6,351 4,928 932 1,423

電話加入権 357 － 0 357 － － 357

施設利用権 180 1
 

－
181 124 8 56

無形固定資産計 10,470 192
4

(4)
10,659 5,106 955 5,552

長期前払費用 7,658 10
258

(32)
7,410 3,651 80 3,758

　（注）１　当期増加額の主なものは、店舗の改善投資及び新設(浜北店他)によるものであります。

 　　　２　当期減少欄の（　）内は、当期減少額の内固定資産の減損損失額です。

 

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金　(注)２ 29,158 4,842 214 83 33,702

退職給付引当金 9,709 2,693 3,246 － 9,156

　（注）１　計上の理由及び額の算定方法は、「重要な会計方針」に記載のとおりであります。

２　当期減少額(その他)の金額は、貸倒引当金の前年度引当金の戻入額であります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

ａ　資産の部

イ　現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金 19,035

預金  

当座預金 14,379

定期預金 5,250

普通預金 465

別段預金 13

預金計 20,108

合計 39,143

ロ　売掛金

相手先別内訳 金額（百万円）

㈱クレディセゾン 22,835

㈱ジェーシービー 616

三井住友カード㈱ 357

三菱ＵＦＪニコス㈱ 210

ユーシーカード㈱ 198

その他 561

計 24,780

売掛金の滞留並びに回収状況

前期繰越高
（百万円）
Ａ

当期発生高
（百万円）
Ｂ

当期回収高
（百万円）
Ｃ

当期末残高
（百万円）
Ｄ

回収率（％）
Ｃ

────
Ａ＋Ｂ

滞留率（％）
（Ａ＋Ｄ）／２
──────
Ｂ／12

滞留日数(日)
月平均営業日数
×滞留率

14,171 208,561 197,952 24,780 88.9 112.1 34.1

　（注）　消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記金額には消費税等が含まれています。
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ハ　商品

内訳 金額（百万円）

衣料品 13,743

家庭用品 14,999

食品 7,975

その他 2,150

計 38,869

ニ　貯蔵品

内訳 金額（百万円）

システム関連部品 885

従業員制服 40

その他の消耗品 1,140

計 2,066

ホ　関係会社短期貸付金

内訳 金額（百万円）

㈱エスシーシー 45,710

㈱東北西友 12,300

その他 32,560

１年内返済予定建設協力金 178

計 90,748

ｂ　固定資産

イ　長期貸付金

内訳 金額（百万円）

建設協力金（注） 32,073

その他 765

計 32,838

　（注）　賃借店舗の所有者に対する建設資金

ロ　敷金

内訳 金額（百万円）

店舗 55,518

その他 9,782

計 65,300

ｃ　流動負債

イ　買掛金

相手先別内訳 金額（百万円）

国分㈱ 8,897

㈱日本アクセス 4,701
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相手先別内訳 金額（百万円）

㈱若菜 4,283

伊藤忠食品㈱ 4,205

㈱西友プロキュアメント 2,699

その他 74,973

計 99,761

ロ　１年内返済予定長期借入金

 

相手先別内訳 金額（百万円）

㈱みずほコーポーレート銀行 77,600

ゴールドマン・サックス証券㈱ 45,000

㈱あおぞら銀行 22,300

オリックス信託銀行㈱ 19,148

エル・ビー・シー(有) 12,787

その他 40,663

計 217,498

ハ　コマーシャル・ペーパー

返済期限 金額（百万円）

平成20年１月 4,600

平成20年２月 6,100

平成20年３月 23,600

計 34,300

ｄ　固定負債

イ　長期借入金

借入先 金額（百万円）

日本政策投資銀行 13,777

住友信託銀行㈱ 9,736

農林漁業金融金庫 1,541

㈱八十二銀行 175

計 25,229

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 １月１日から12月31日まで

定時株主総会 ３月中

基準日 12月31日

株券の種類
100,000株券、10,000株券、1,000株券、500株券、100株券及び100株未満の株式数を

表示した株券の６種類

剰余金の配当の基準日
６月30日

12月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え  

取扱場所
東京都千代田丸の内一丁目４番４号

住友信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号

 

取次所 住友信託銀行株式会社　本店及び全国各支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 １枚につき250円

単元未満株式の買取り  

取扱場所
東京都千代田丸の内一丁目４番４号

住友信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号

住友信託銀行株式会社

取次所 住友信託銀行株式会社　本店及び全国各支店

買取手数料 無料

公告掲載方法　

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし事故その他のやむを得ない事由に

より電子公告をすることができないときは、東京都において発行する日本経済

新聞に掲載して行う。ホームページアドレス　http：//www.seiyu.co.jp

株主に対する特典 － 
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】 

　　当社の親会社等は、ウォルマート・ストアーズInc.及び同社が株式を100％間接保有し当社の株式を直接保有するワ

イオミング　ホールディング　ジーエムビーエイチですが、実質的親会社は、ウォルマート・ストアーズInc．になり

ます。ウォルマート・ストアーズInc．は外国上場会社であり、New York Stock Exchange 及びPacific Stock Exchange に

上場しています。

    なお、当社とウォルマート・ストアーズInc．の間には、ワイオミング　ホールディング　ジーエムビーエイチを含

む持株会社等が存在しますが、個別財務諸表は作成されておらず、また情報の入手が出来ませんので記載・添付は

行っていません。

２【その他の参考情報】 

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しています。

(１) 有価証券報告書
    の訂正報告書

   
 

 平成19年３月20日
関東財務局長に提出

　　平成18年３月30日提出の第51事業年度(自　平成17年１月１日　至　平成17年12月31日)　有価
証券報告書に係る訂正報告書であります。

(２) 有価証券報告書
及びその添付書類

 事業年度
（第52期）

自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日

 平成19年３月29日
関東財務局長に提出

(３) 半期報告書  （第53期中）  自　平成19年１月１日
 至　平成19年６月30日

 平成19年９月14日
関東財務局長に提出

(４) 臨時報告書
 

    平成19年９月18日
関東財務局長に提出

　　証券取引法第24条の５第４項並びに企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12
号及び第19号の規定に基づく臨時報告書であります。

(５) 半期報告書
の訂正報告書

    平成19年10月12日
関東財務局長に提出

　　平成19年９月14日提出の第53期中間会計期間(自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30
日)　半期報告書に係る訂正報告書であります。

(６) 臨時報告書
の訂正報告書

    平成19年11月２日
関東財務局長に提出

　　平成19年９月18日提出の臨時報告書に係る訂正報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

  平成19年３月28日

株 式 会 社 西 友   

 取締役会　御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 二　村　隆　章　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 太　田　恵　子　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 矢　崎　弘　直　　㊞

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社西

友の平成18年１月１日から平成18年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計

算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

西友及び連結子会社の平成18年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報

　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度より、固定資産

の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会　平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号　平成15年10月31日）を適用し

ている。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

  平成20年３月28日

株 式 会 社 西 友   

 取締役会　御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 太　田　恵　子　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 矢　崎　弘　直　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社西友の平成19年１月１日から平成19年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。

この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

西友及び連結子会社の平成19年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　追記情報

　重要な後発事象に記載されているとおり、平成20年３月18日開催の会社株主総会決議の結果、会社の現普通株式に係る

株券は、東京証券取引所の上場廃止基準に該当し、平成20年４月19日をもって上場廃止となる予定である。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

  平成19年３月28日

株 式 会 社 西 友   

 取締役会　御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 二　村　隆　章　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 太　田　恵　子　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 矢　崎　弘　直　　㊞

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社西

友の平成18年１月１日から平成18年12月31日までの第52期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資

本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社西友

の平成18年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表

示しているものと認める。

追記情報

　会計処理方法の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会　平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号　平成15年10月31日）を適用している。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

  平成20年３月28日

株 式 会 社 西 友   

 取締役会　御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 太　田　恵　子　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 矢　崎　弘　直　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社西友の平成19年１月１日から平成19年12月31日までの第53期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社西友

の平成19年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表

示しているものと認める。

　追記情報

　重要な後発事象に記載されているとおり、平成20年３月18日開催の会社株主総会決議の結果、会社の現普通株式に係る

株券は、東京証券取引所の上場廃止基準に該当し、平成20年４月19日をもって上場廃止となる予定である。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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